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第１章 総 則 

 

（目 的） 

第１条 この厚生年金基金（以下「基金」という。）は、公的年金制度の健全性及び信

頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３

号。以下「平成２５年改正法」という。）及び厚生年金保険法（昭和２９年法律第１

１５号。以下「法」という。）に基づき、この基金の加入員の老齢、死亡又は脱退に

ついて給付を行い、もって加入員及びその遺族の生活の安定と福祉の向上を図ること

を目的とする。 

（法令の規定に関する読替え） 

第１条の２ この規約において引用する次の表の左欄に掲げる法令の規定は、右欄に掲

げる法令の規定に読み替えるものとする。 

第１条の２の表 

左欄 右欄 

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８１条の３ 平成２５年改正

法附則第５条第

１項第１号の規

定によりなお効

力を有するもの

とされた、同法

附則第３条第１

号に規定する改

正前厚生年金保

険法（以下「改

正前厚生年金保

険法」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８１条の３ 

第８５条の３ 第８５条の３ 

第１００条の１０第１項（第３

４号に係る部分に限る。） 

第１００条の１０第１項（第３

４号に係る部分に限る。） 

第１０６条から第１１０条まで 第１０６条から第１１０条まで 

第１１４条から第１２０条の４

まで 

第１１４条から第１２０条の４

まで 

第１２１条（法第１４７条の５

第１項において準用する場合を

含む。） 

第１２１条（改正前厚生年金保

険法第１４７条の５第１項にお

いて準用する場合を含む。） 

第１２２条から第１３０条まで 第１２２条から第１３０条まで 

第１３０条の２第１項、第２項

（法第１３６条の３第２項にお

いて準用する場合を含む。）及び

第３項 

第１３０条の２第１項、第２項

（改正前厚生年金保険法第１３

６条の３第２項において準用す

る場合を含む。）及び第３項 

第１３０条の３から第１３６条

の５まで 

第１３０条の３から第１３６条

の５まで 

第１３８条から第１４６条の２

まで 

第１３８条から第１４６条の２

まで 

第１４７条の２から第１４８条

まで 

第１４７条の２から第１４８条

まで 

第１７０条から第１７４条まで 第１７０条から第１７４条まで 

第１７６条から第１７７条まで 第１７６条から第１７７条まで 

第１７７条の２第１項 第１７７条の２第１項 

第１７８条 第１７８条 

第１７９条第１項から第４項ま 第１７９条第１項から第４項ま
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で及び第５項（第１号及び第４

号に係る部分に限る。） 

 

 

 

 

で及び第５項（第１号及び第４

号に係る部分に限る。） 

第１８０条から第１８１条まで 第１８０条から第１８１条まで 

附則第３０条第１項及び第２

項、第３１条並びに第３２条 

附則第３０条第１項及び第２

項、第３１条並びに第３２条 

法第１３６条において準用する法第３６条第

１項及び第２項、第３７条、第３９条第２項

前段並びに第４０条から第４１条まで 

平成２５年改正法附則第５条第１項第１号の規定

によりなお効力を有するものとされた、改正前厚

生年金保険法第１３６条において準用する改正前

厚生年金保険法第３６条第１項及び第２項、第３

７条、第３９条第２項前段並びに第４０条から第

４１条まで 

法第１４１条第１項において準用する法第８

３条、第８４条、第８５条及び第８６条から

第８９条まで 

平成２５年改正法附則第５条第１項第１号の規定

によりなお効力を有するものとされた、改正前厚

生年金保険法第１４１条第１項において準用する

改正前厚生年金保険法第８３条、第８４条、第８

５条及び第８６条から第８９条まで 

法第１４８条第２項及び第１７８条第２項に

おいて準用する法第１００条第２項において

準用する法第９６条第２項 

平成２５年改正法附則第５条第１項第１号の規定

によりなお効力を有するものとされた、改正前厚

生年金保険法第１４８条第２項及び第１７８条第

２項において準用する改正前厚生年金保険法第１

００条第２項において準用する改正前厚生年金保

険法第９６条第２項 

法第１４８条第２項及び第１７８条第２項に

おいて準用する法第１００条第３項 

平成２５年改正法附則第５条第１項第１号の規定

によりなお効力を有するものとされた、改正前厚

生年金保険法第１４８条第２項及び第１７８条第

２項において準用する改正前厚生年金保険法第１

００条第３項 

法第１７４条において準用する法第９８条第

１項から第３項まで及び第４項本文 

平成２５年改正法附則第５条第１項第１号の規定

によりなお効力を有するものとされた、改正前厚

生年金保険法第１７４条において準用する改正前

厚生年金保険法第９８条第１項から第３項まで及

び第４項本文 

厚生年金基

金令（昭和４

１年政令第

３２４号。以

下「基金令」

という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条から第２４条の２まで 公的年金制度の

健全性及び信頼

性の確保のため

の厚生年金保険

法等の一部を改

正する法律の施

行に伴う経過措

置に関する政令

（平成２６年政

令第７４号。以下

「平成２６年経

過措置政令」とい

う。）第３条第２

項の規定により

第１条から第２４条の２まで 

第２４条の３（第１号に係る部

分に限り、基金令第５８条にお

いて準用する場合を含む。） 

第２４条の３（第１号に係る部

分に限り、廃止前厚生年金基金

令第５８条において準用する

場合を含む。） 

第２５条から第２９条まで 第２５条から第２９条まで 

第３０条第１項（基金令第３１

条第２項において準用する場

合を含む。）、第２項及び第３項 

第３０条第１項（廃止前厚生年

金基金令第３１条第２項にお

いて準用する場合を含む。）、第

２項及び第３項 

第３１条から第４１条の３の

３まで 

第３１条から第４１条の３の

３まで 

第４１条の３の４（基金令第４

１条の７において準用する場

第４１条の３の４（廃止前厚生

年金基金令第４１条の７にお
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合を含む。） なお効力を有す

るものとされた、

同政令第２条第

８号に規定する

廃止前厚生年金

基金令（以下「廃

止前厚生年金基

金令」という。） 

いて準用する場合を含む。） 

第４１条の３の５ 第４１条の３の５ 

第４１条の４ 第４１条の４ 

第４１条の５（第３号を除く。） 第４１条の５（第３号を除く。） 

第４１条の６ 第４１条の６ 

第４２条から第４８条まで 第４２条から第４８条まで 

第５５条の２第１項（第１号に

係る部分に限り、同条第２項に

おいて準用する場合を含む。) 

第５５条の２第１項(第１号に

係る部分に限り、同条第２項に

おいて準用する場合を含む。) 

第５５条の３ 第５５条の３ 

第５５条の４第１項及び第２

項 

第５５条の４第１項及び第２

項 

第５６条から第６０条まで 第５６条から第６０条まで 

第６０条の２（第５項を除く。） 第６０条の２（第５項を除く。） 

第６０条の３ 第６０条の３ 

第６２条 第６２条 

第６３条 第６３条 

附則第２条、第５条、第７条及

び第８条 

附則第２条、第５条、第７条及

び第８条 

厚生年金基

金規則（昭和

４１年厚生

省令第３４

号。以下「基

金規則」とい

う。） 

第１章（第１条及び第６６条を

除く。） 

公的年金制度の

健全性及び信頼

性の確保のため

の厚生年金保険

法等の一部を改

正する法律の施

行に伴う厚生労

働省関係省令の

整備等及び経過

措置に関する省

令（平成２６年厚

生労働省令第２

０号。）第１７条

の規定によりな

お効力を有する

ものとされた、同

省令同条に規定

する廃止前厚生

年金基金規則 

第１章（第１条及び第６６条を

除く。） 

第３章（第７４条の３第３項及

び第４項、第７５条第１項（第

１号及び第１７号に係る部分

に限る。）、第７６条、第８１条

から第８３条まで並びに第８

８条を除く。） 

第３章（第７４条の３第３項及

び第４項、第７５条第１項（第

１号及び第１７号に係る部分

に限る。）、第７６条、第８１条

から第８３条まで並びに第８

８条を除く。） 

附則第２項及び第７項 附則第２項及び第７項 
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（名 称） 

第２条 この基金は、全国卸商業団地厚生年金基金という。 

（事務所） 

第３条 この基金の事務所は、次の場所に置く。 

東京都港区赤坂５丁目１番３１号 

（設立事業所の範囲） 

第４条 この基金の設立事業所（この基金が設立された厚生年金保険の適用事業所をい

う。以下同じ。）となることができる厚生年金保険の適用事業所の範囲は、次の各号

に掲げる適用事業所とする。ただし、この基金の設立事業所が、第１号に掲げる協同

組合の設立区域以外に本社又は営業所等を有する場合は、当該本社又は営業所等を設

立事業所とすることができる。 

（１）別表第１－１に掲げる協同組合の組合員（準組合員及び賛助会員を含む。）であ

る事業所 

（２）前号に掲げる事業所の事業主又は従業員を主たる構成員とする法人又は団体の事

務所 

（設立事業所の名称及び所在地） 

第５条 この基金の設立事業所の名称及び所在地は、別表第１－２のとおりとする。 

（公告の方法） 

第６条 この基金において公告しなければならない事項は、この基金の事務所の掲示板

に文書をもって掲示する。 

２ 基金令第３条、第４条、第４１条の２、第４２条、第４３条及び第４７条第２項に

規定する事項は、前項の規定によるほか、官報に掲載する。 

 

 

第２章 代議員及び代議員会 

 

（代議員及び代議員会） 

第７条 この基金に代議員会を置く。 

２ 代議員会は、代議員をもって組織する。 

（定 数） 

第８条 この基金の代議員の定数は、４０人とし、その半数は、設立事業所の事業主（以
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下「事業主」という。）において事業主（その代理人を含む。）及び設立事業所に使用

される者のうちから選定し、他の半数は、加入員において互選する。 

（任 期） 

第９条 代議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の代議員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

２ 前項の任期は、選定又は互選の日から起算する。ただし、選定又は互選が代議員の

任期満了前に行われたときは、前任者の任期満了の日の翌日から起算する。 

（互選代議員の選挙区） 

第１０条 加入員において互選する代議員（以下「互選代議員」という。）の選挙区は、

全設立事業所を通じて１選挙区とする。 

（互選代議員の選挙期日） 

第１１条 互選代議員の任期満了による総選挙は、互選代議員の任期が終る日の前３０

日以内に行う。ただし、特別の事情がある場合には、互選代議員の任期が終る日の後

２０日以内に行うことができる。 

２ 互選代議員に欠員を生じたときに行う補欠選挙の期日については、前項の規定を準

用する。 

３ 前２項の規定による選挙の期日は、少なくとも１５日前に公示しなければならない。 

４ 前項の規定による公示の方法は、第６条第１項の規定を準用する。（以下第１３条

第３項、第１５条第４項及び第１８条において同じ。） 

（互選代議員の選挙の方法） 

第１２条 互選代議員は、単記無記名投票により選挙する。ただし、代議員候補者の数

が選挙すべき代議員の数をこえない場合は、この限りでない。 

２ 前項の投票は、加入員１人について１票とする。 

（当選人） 

第１３条 選挙の結果、最多数の投票を得た者をもって順次当選人とする。ただし、互

選代議員の数をもって有効投票の総数を除して得た数の６分の１以上の得票がなけ

ればならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項ただし書の規定により投票を行わない場合に

おいては同条同項ただし書の互選代議員候補者をもって当選人とする。 

３ 理事長は、当選人が決まったときは、当選人の氏名及び所属する設立事業所の名称

を公示なければならない。 
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（互選代議員の選挙執行規程） 

第１４条 この規約に定めるもののほか、互選代議員の選挙に関して必要な事項は、代

議員会の議決を経て別に定める。 

（選定代議員の選定） 

第１５条 事業主において選定する代議員（以下「選定代議員」という。）の任期満了

による選定は、互選代議員の総選挙の日に行う。 

２ 選定代議員に欠員を生じたときは、事業主は、すみやかに補欠の選定代議員を選定

しなければならない。 

３ 事業主は、選定代議員を選定したときは、選定代議員の氏名及び所属する設立事業

所の名称を文書で理事長に通知しなければならない。 

４ 前項の通知があったときは、理事長は直ちに通知のあった事項を公示しなければな

らない。 

（通常代議員会） 

第１６条 通常代議員会は、毎年２月及び９月に招集するのを常例とする。 

（臨時代議員会） 

第１７条 理事長は、必要があるときは、いつでも臨時代議員会を招集することができ

る。 

２ 理事長は、代議員の定数の３分の１以上の者が会議に付議すべき事項及び招集の理

由を記載した書面を提出して代議員会の招集を請求したときは、その請求のあった日

から２０日以内に臨時代議員会を招集しなければならない。 

（代議員会の招集手続） 

第１８条 理事長は、代議員会を招集しようとするときは、急施を要する場合を除き、

開会の日の前日から起算して５日前までに到達するように、代議員に対して、会議に

付議すべき事項、日時及び場所を示した招集状を送付するほか、これらの事項を公示

しなければならない。 

（定足数） 

第１９条 代議員会は、代議員の定数（第２１条の規定により議決権を行使することが

できない代議員の数を除く。）の半数以上が出席しなければ、議事を開き、議決をす

ることができない。 

（代議員会の議事） 

第２０条 代議員会の議事は、法令及びこの規約に別段の定めがある場合を除き、出席
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した代議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決する。 

２ 規約の変更（基金令第２条各号に掲げる事項に係るものを除く。）の議事は、代議

員の定数の３分の２以上の多数で決する。 

３ 代議員会においては、第１８条の規定によりあらかじめ通知した事項についてのみ

議決することができる。ただし、出席した代議員の３分の２以上の同意があった場合

は、この限りでない。 

（代議員の除斥） 

第２１条 代議員は、特別の利害関係のある事項については、その議事に加わることが

できない。ただし、代議員会の同意があった場合は、会議に出席して発言することが

できる。 

（代 理） 

第２２条 代議員会の代理出席は、選定代議員にあっては代議員会に出席する他の選定

代議員によって、互選代議員にあっては代議員会に出席する他の互選代議員によって

行うものとする。 

２ 前項の規定による代理人は、３人以上の代議員を代理することができない。 

（代議員会の公開） 

第２３条 代議員会は、公開とする。ただし、代議員会の議決を経て非公開とすること

ができる。 

（代議員会の議決事項） 

第２４条 次の各号に掲げる事項は、代議員会の議決を経なければならない。 

（１）規約の変更 

（２）役員の解任 

（３）毎事業年度の予算及び事業計画 

（４）毎事業年度の決算及び業務報告 

（５）借入金 

（６）その他重要な事項 

（会議録） 

第２５条 代議員会の会議については、会議録を作成し、次の各号に掲げる事項を記載

しなければならない。 

（１）開会の日時及び場所 

（２）代議員の定数 
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（３）出席した代議員の氏名及び第２２条の規定により代理された代議員の氏名 

（４）議事の経過の要領 

（５）議決した事項及び可否の数 

（６）その他必要な事項 

２ 会議録には、議長及び代議員会において定めた２人以上の代議員が署名しなければ

ならない。 

３ この基金は、会議録をこの基金の事務所に備えつけて置かなければならない。 

４ 加入員及び加入員であった者は、この基金に対し、会議録の閲覧を請求することが

できる。この場合においては、この基金は、正当な理由がある場合を除き、これを拒

んではならない。 

（代議員会の会議規則） 

第２６条 この規約に定めるもののほか、代議員会の運営に関して必要な事項は、代議

員会の議決を経て別に定める。 

 

 

第３章 役員及び職員 

 

（役 員） 

第２７条 この基金に、役員として理事及び監事を置く。 

（役員の定数及び選任） 

第２８条 理事の定数は、１８人とし、その半数は選定代議員において、他の半数は互

選代議員において、それぞれ互選する。 

２ 理事のうち１人を理事長とし、選定代議員である理事のうちから理事が選挙する。 

３ 理事のうち１人を常務理事とし、理事会の同意を得て理事長が指名する。 

４ 理事のうち１人を年金たる給付及び一時金たる給付に充てるべき積立金（以下「年

金給付等積立金」という。）の管理及び運用に関する基金の業務を執行する理事（以

下「運用執行理事」という。）とし、理事会の同意を得て理事長が指名する。 

５ 監事は、代議員会において、選定代議員及び互選代議員のうちからそれぞれ１人を

選挙する。 

（役員の任期） 

第２９条 役員の任期は、２年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期
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間とする。 

２ 前項の任期は、選任の日から起算する。ただし、選任が役員の任期満了前に行われ

たときは、前任者の任期満了の日の翌日から起算する。 

３ 役員は、その任期が満了しても、後任の役員が就任するまでの間は、なお、その職

務を行う。 

（役員の解任） 

第３０条 役員が次の各号のいずれかに該当する場合には、代議員会において３分の２

以上の議決に基づき解任することができる。ただし、その役員に対し、代議員会の前

に弁明の機会を与えなければならない。 

（１）心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき。 

（２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があると認められるとき。 

（３）理事にあっては、第３９条の規定に違反したとき。 

（役員の選挙執行規程） 

第３１条 この規約に定めるもののほか、理事、監事及び理事長の選挙に関して必要な

事項は、代議員会の議決を経て別に定める。 

（理事会） 

第３２条 この基金に理事会を置き、理事をもって構成する。 

（理事会の招集） 

第３３条 理事長は、必要に応じ理事会を招集し、その議長となる。 

２ 理事長は、理事の定数の３分の１以上の者が会議に付議すべき事項及び招集の理由

を記載した書面を理事長に提出して理事会の招集を請求したときは、その請求のあっ

た日から２０日以内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事長は、理事会を招集しようとするときは、急施を要する場合を除き、開会の日

の前日から起算して５日前までに到達するように、理事に対して、会議に付議すべき

事項、日時及び場所を示した招集状を送付しなければならない。 

（理事会の付議事項） 

第３４条 次の各号に掲げる事項は、理事会に付議しなければならない。 

（１）代議員会の招集及び代議員会に提出する議案 

（２）法第１１８条第２項の規定による理事長の専決処分 

（３）事業運営の具体的方針 

（４）年金給付等積立金の管理及び運用に関する基本方針 
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（５）常務理事及び運用執行理事の選任及び解任 

（６）その他業務執行に関する事項で理事会において必要と認めもの 

（理事会の議事） 

第３５条 理事会は、理事の定数の半数以上が出席しなければ議事を開き、議決をする

ことができない。 

２ 理事会の議事は、出席した理事の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決する。 

３ 理事会に出席することの出来ない理事は、第３３条第３項の規定によりあらかじめ

通知のあった事項につき、賛否の意見を明らかにした書面をもって、議決権を行使す

ることができる。 

（理事会の会議録） 

第３６条 理事会の会議録については、第２５条第１項及び第２項の規定を準用する。 

（役員の職務） 

第３７条 理事長は、この基金を代表し、その業務を総理するとともに、理事会におい

て決定する事項以外の事項について決定を行う。理事長に事故があるとき、又は理事

長が欠けたときは、選定代議員である理事のうちから、あらかじめ理事長が指定する

者がその職務を代理し、又はその職務を行う。 

２ 理事長は、別に定めるところにより、前項に規定する業務の一部を常務理事に委任

することができる。 

３ 常務理事は、理事長を補佐し、業務を処理するほか、前項により理事長から委任を

受けた業務を行う。 

４ 運用執行理事は、理事長を補佐し、年金給付等積立金の管理及び運用に関する基金

の業務を執行する。 

５ 監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、理事長又は代議員会に

意見を提出することができる。 

６ 監事は、この基金の業務を監査するほか、法第１２０条の４の規定により理事長が

代表権を有しない事項について、監事がこの基金を代表する。 

７ 監事が行う監査に関して必要な事項は、代議員会の議決を経て別に定める。 

（理事の義務及び損害賠償責任） 

第３８条 理事は、年金給付等積立金の管理及び運用に関する基金の業務について、法

令、法令に基づいてする厚生労働大臣の処分、規約及び代議員会の議決を遵守し、基

金のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 
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２ 理事は、年金給付等積立金の管理及び運用に関する基金の業務についてその任務を

怠ったときは、基金に対し連帯して損害賠償の責めに任ずる。 

（理事の禁止行為） 

第３９条 理事は、自己又はこの基金以外の第三者の利益を図る目的をもって、年金給

付等積立金の管理及び運用の適正を害するものとして基金規則第６４条の２に規定

する行為をしてはならない。 

（職 員） 

第４０条 この基金の職員は、理事長が任免する。 

２ 前項に定めるもののほか、職員に関する給与、旅費、その他必要な事項は、理事会

の議決を経て別に定める。 

 

 

第４章 加 入 員 

 

（加入員及び加算適用加入員） 

第４１条 加入員は、設立事業所に使用される厚生年金保険の被保険者のうち、法第２

条の５第１項第１号に規定する第１号厚生年金被保険者（法第１２６条、第１２７条

又は法附則第４条の４第２項の規定によりこの基金の加入員とならなかった被保険

者を除く。）とする。 

２ 前項の加入員のうち、６５歳未満の者（ただし、出入国管理及び難民認定法（昭和

２６年１０月４日政令第３１９号）に基づいた技能実習制度推進事業運営基本方針

（平成５年４月５日厚生労働大臣公示）に定める技能実習生を除く。）を加算適用加

入員とする。 

（資格取得の時期） 

第４２条 加入員は、次の各号のいずれかに該当するに至った日に、加入員の資格を取

得する。 

（１）設立事業所に使用されるに至ったとき。 

（２）その使用される事業所が、設立事業所となったとき。 

（３）設立事業所に使用される者が、法第１２条の規定に該当しなくなったとき。 

（４）設立事業所に使用される者が、法附則第４条の４第３項の規定に該当するに至っ

たとき。 
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（資格喪失の時期） 

第４３条 加入員は、次の各号のいずれかに該当するに至った日の翌日（その事実があ

った日に更に前条各号のいずれかに該当するに至ったとき、第５号若しくは第７号に

該当するに至ったとき、又は第６号の事実があった日に更に前条第４号に該当するに

至ったときは、その日）に、加入員の資格を喪失する。 

（１）死亡したとき。 

（２）設立事業所に使用されなくなったとき。 

（３）その使用される事業所が、設立事業所でなくなったとき。 

（４）法第１２条の規定に該当するに至ったとき。 

（５）７０歳に達したとき。 

（６）法附則第４条の３第７項ただし書に規定する事業主の同意が撤回されたとき。 

（７）法第２条の５第１項第２号に規定する第２号厚生年金被保険者、同項第３号に規

定する第３号厚生年金被保険者又は同項第４号に規定する第４号厚生年金被保険

者となったとき。 

（資格得喪に関する特例） 

第４４条 加入員の資格を取得した月にその資格を喪失した者は、その資格を取得した

日にさかのぼって、加入員でなかったものとみなす。 

（加入員期間及び加算適用加入員期間） 

第４５条 加入員期間を計算する場合には、月によるものとし、加入員の資格を取得し

た月からその資格を喪失した月の前月までの期間（以下「加入員期間」という。）を

これに算入する。 

２ 前項の規定にかかわらず、加算年金額、遺族一時金額及び脱退一時金額の算定にお

ける加入員期間は、６５歳に達した月の前月までの期間（以下「加算適用加入員期間」

という。）をこれに算入する。 

３ 加入員の資格を喪失した後、更にその資格を取得した者については、前後の加入員

期間及び加算適用加入員期間を合算する。ただし、第６７条に規定する脱退一時金の

支給を受けた者に係る加算適用加入員期間又は第７７条から第７８条の２までの規

定に基づき脱退一時金相当額の移換を行った者に係る加算適用加入員期間について

は、この限りでない。 
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第５章 標準給与及び個人別勘定残高 

 

（給与の範囲） 

第４６条 標準給与の基礎となる給与の範囲は、次の各号に掲げる標準給与の区分に応

じ、当該各号に定める範囲とし、法第１２９条第２項に規定する事業所で受ける給与

の範囲についても同様とする。 

（１）報酬標準給与 法第３条第１項第３号に規定する報酬の範囲 

（２）賞与標準給与 法第３条第１項第４号に規定する賞与の範囲 

（標準給与の基準） 

第４７条 標準給与は、加入員の給与の額に基づき、法第２０条に規定する標準報酬月

額及び法第２４条の４に規定する標準賞与額の例によって定める。 

（給与の額の算定方法並びに標準給与の決定及び改定の方法） 

第４８条 給与の額の算定方法並びに標準給与の決定及び改定の方法については、法第

２１条から第２５条までの規定の例による。 

（個人別勘定残高） 

第４８条の２ 年金給付及び一時金給付の算定にあたっては、標準給与のほか個人別勘

定残高を用いるものとする。 

２ 個人別勘定残高は、次の各号に定める額の合計額（年度ごとに円未満の端数は四捨

五入する。）とする。 

（１）加算適用加入員の資格を取得した月から加算適用加入員の資格を喪失した月の前

月までの毎月の報酬標準給与の月額に１０００分の９を乗じて得た額（円未満の端

数は四捨五入する。以下「拠出付与額」という。）のうち当年度の拠出付与額の累

計額 

（２）当年度におけるそれぞれの拠出付与額に当年度末（ただし、当年度中に加算年金

に相当する年金の支給を開始することとなるときは、加算年金に相当する年金の支

給を開始する月（以下「加算年金支給開始月」という。）の前月）までのそれぞれ

の経過月数に応じた利息付与率を乗じて得た額 

（３）前年度末における個人別勘定残高 

（４）前年度末における個人別勘定残高に当年度末（ただし、当年度中に加算年金に相

当する年金の支給を開始することとなるときは、加算年金支給開始月の前月）まで

の経過月数に応じた利息付与率を乗じて得た額 
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３  前項第２号及び第４号の利息付与率は１．５％とする。 

 

 

第６章 給 付 

 

第１節 通 則 

（給付の種類） 

第４９条 この基金が行う給付は、次のとおりとする。 

（１）第１種退職年金 

（２）第２種退職年金 

（３）遺族一時金 

（４）脱退一時金 

（裁 定） 

第５０条 給付を受ける権利は、その権利を有する者（以下「受給権者」という。）の

請求に基づいて、この基金が裁定する。 

（基本年金額及び加算年金額） 

第５１条 基本年金額は、加入員であった全期間の平均標準給与額（加入員期間の計算

の基礎となる各月の報酬標準給与の月額（法第２６条第１項の規定により同項に規定

する従前標準報酬月額が当該月の標準報酬月額とみなされた月にあっては、従前標準

報酬月額による報酬標準給与の月額とする。次項において同じ。）と賞与標準給与の

額の総額を加入員期間の月数で除して得た額をいう。以下同じ。）の１０００分の５．

５５８（別表第２の左欄に掲げる者については、同表の右欄のように読み替えるもの

とする。）に相当する額に加入員期間の月数を乗じて得た額から、法附則第３２条第

１項の認可の日以降の加入員であった期間の平均標準給与額の１，０００分の５．４

８１（別表第２の３の左欄に掲げる者については、同表の右欄のように読み替えるも

のとする。）に相当する額に同項の認可の日以降の加入員であった期間の月数を乗じ

て得た額を控除して得た額とする。 

２ 法第７８条の６第１項及び第２項又は法第７８条の１４第２項及び第３項の規定

により標準報酬の改定が行われた場合であって、この基金の加入員又は加入員であっ

た者が法第７８条の２に定める第１号改定者（以下「第１号改定者」という。）又は

法第７８条の１４に定める特定被保険者（以下「特定被保険者」という。）に該当し
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た場合の基本年金額は、前項の規定にかかわらず、当該改定前の標準報酬を基準とし

て計算した前項に掲げる基本年金額に相当する額から次の第１号に掲げる額から第

２号に掲げる額を控除して得た額（次条第１項において「減額相当額」という。）を

控除して得た額とする。 

（１）加入員であった全期間の各月の報酬標準給与の月額と賞与標準給与の額（当該改

定に係る期間については、改定前の標準報酬を基準として定めた報酬標準給与の月

額及び賞与標準給与の額。以下この号において同じ。）の総額を加入員期間の月数

で除して得た額の１，０００分の５．４８１（別表第２の３の左欄に掲げる者につ

いては、同表の右欄のように読み替えるものとする。以下この号及び次号において

同じ。）に相当する額に加入員期間の月数を乗じて得た額から、法附則第３２条第

１項の認可の日以降の加入員であった期間の各月の報酬標準給与の月額と賞与標

準給与の額の総額を同項の認可の日以降の加入員であった期間の月数で除して得

た額の１，０００分の５．４８１に相当する額に同項の認可の日以降の加入員であ

った期間の月数を乗じて得た額を控除して得た額 

（２）加入員であった全期間の各月の報酬標準給与の月額と賞与標準給与の額（当該改

定に係る期間については、改定後の標準報酬を基準として定めた報酬標準給与の月

額及び賞与標準給与の額。以下この号において同じ。）の総額を加入員期間の月数

で除して得た額の１，０００分の５．４８１に相当する額に加入員期間の月数を乗

じて得た額から、法附則第３２条第１項の認可の日以降の加入員であった期間の各

月の報酬標準給与の月額と賞与標準給与の額の総額を同項の認可の日以降の加入

員であった期間の月数で除して得た額の１，０００分の５．４８１に相当する額に

同項の認可の日以降の加入員であった期間の月数を乗じて得た額を控除して得た

額 

３ 法附則第７条の３又は法附則第 1３条の４の規定による老齢厚生年金（以下｢繰上

げ支給の老齢厚生年金｣という。）の支給繰上げの請求をした者（当該支給繰上げの請

求をした日（以下この項において「請求日」という。）の属する月前における加入員

であった期間が１月以上である者に限る。）の基本年金額は、前２項の規定にかかわ

らず、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除して得た額とする。 

（１）前２項に定める基本年金額に相当する額 

（２）前２項に定める基本年金額に相当する額（請求日の属する月前における加入員で

あった期間をその計算の基礎とするものに限る。）に減額率（１，０００分の５に
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請求日の属する月から６５歳（法附則第８条の２各項の表の上欄に掲げる者につい

ては、同表の下欄に掲げる年齢に読み替えるものとする。）に達する日の属する月

の前月までの月数を乗じて得た率をいう。）を乗じて得た額 

４ 法第４４条の３第１項の規定による老齢厚生年金の支給繰下げの申出をした者（当

該繰下げの申出に係る老齢厚生年金の受給権を取得した月前における加入員であっ

た期間が１月以上である者に限る。）の基本年金額は、第１項及び第２項の規定にか

かわらず、次の各号に掲げる額を合算した額とする。 

（１）第１項又は第２項に定める基本年金額に相当する額 

（２）第１項又は第２項に定める基本年金額に相当する額（老齢厚生年金の受給権を取

得した日の属する月（以下「受給権取得月」という。）の前月までの加入員であっ

た期間をその計算の基礎とするものに限る。）に当該支給停止に係る平均支給率（受

給権取得月（受給権取得月から老齢厚生年金の支給繰下げの申出をした日（以下「申

出日」という。）の属する月までの期間が５年を超える場合にあっては、当該申出

日の５年前の属する月をいう。）の翌月から申出日の属する月までの各月の支給率

（当該各月のうち、加入員又は加入員であった老齢厚生年金の受給権者が法第４６

条第１項に規定する属する月にあっては第５９条第３項により支給停止すること

ができる額を第１項又は第２項に定める基本年金額に相当する額（受給権取得月の

前月までの加入員であった期間をその計算の基礎とするものに限る。）で除して得

た率を１から控除して得た率とし、当該属する月でない月においては１とする。）

を合算して得た率を受給権取得月（受給権取得月から申出日の属する月までの期間

が５年を超える場合にあっては、当該申出日の５年前の属する月をいう。）の翌月

から申出日の属する月までの月数で除して得た率をいう。）を乗じて得た額に、当

該受給権者に係る厚生年金保険法施行令第３条の５の２に規定する増額率（１，０

００分の７に受給権取得月（受給権取得月から申出日の属する月までの期間が５年

を超える場合にあっては、当該申出日の５年前の属する月をいう。）の翌月から申

出日の属する月までの月数を乗じて得た率をいう。）を乗じて得た額 

５ 加算年金額は、加算年金支給開始月における個人別勘定残高（１００円未満の端数

は１００円に切り上げる。）を、別表第３に定める加算年金換算率で除して得た額と

する。 

（端数処理） 

第５２条 給付の額を計算する過程において、１円未満の端数が生じたときは、これを
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１円に切り上げるものとする。ただし、前条に規定する基本年金額を計算する過程に

おいて、法附則第３２条第１項の認可の日以降の加入員であった期間の平均標準給与

額の１，０００分の５．４８１（別表第２の３の左欄に掲げる者については、同表の

右欄のように読み替えるものとする。）に相当する額に同項の認可の日以降の加入員

であった期間の月数を乗じて得た額に５０銭未満の端数が生じたときは、これを切り

捨て、５０銭以上１円未満の端数が生じたときは、これを１円に切り上げるものとし、

減額相当額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 給付を受ける権利を裁定する場合又は給付の額を改定する場合において、給付の額

に１００円未満の端数が生じたときは、これを１００円に切り上げるものとする。 

３ 前２項の端数処理は、基本年金額及び加算年金額のそれぞれについて行うものとす

る。 

（支給期間及び支払期月） 

第５３条 年金の支給は、年金を支給すべき事由が生じた月の翌月から始め、権利が消

滅した月で終るものとする。 

２ 年金は、その支給を停止すべき事由が生じたときは、その事由が生じた月の翌月か

らその事由が消滅した月までの間は、支給しない。ただし、第５９条第２項及び第３

項の規定によりその全部又は一部の支給を停止する場合においては、同条第２項及び

第３項の規定に該当するに至った月から該当しなくなった月の前月までの間は、当該

年金額の全額又は一部は、支給しない。 

３ 年金は、次の表に掲げる区分にしたがい、同表に定める支払期月に、それぞれその

前月分までを支払う。ただし、前支払期月に支払うべきであった年金又は権利が消滅

した場合若しくは年金の支給を停止した場合におけるその期の年金は、支払期月でな

い月であっても、支払うものとする。 

 

金  額 ９万円以上 
６万円以上 

９万円未満 

３万円以上 

６万円未満 

３万円 

未 満 

 

 

 

 

 

 

支払期月 

２月、４月 

６月、８月 

１０月、１２月 

４月、８月 

１２月 
６月、１２月 ８月 

 

４ 加入員である第２種退職年金の受給権者が、各月末日に第４３条第２号から第４号

までのいずれかに該当して加入員の資格を喪失した場合であって、当該喪失したこと
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に伴い第１種退職年金の受給権者となる場合にあっては、第１項の規定にかかわらず、

第２種退職年金の支給は、権利が消滅した月の前月で終わるものとし、第１種退職年

金の支給は年金を支給すべき事由が生じた月から始めるものとする。 

（生存に関する書面の提出） 

第５３条の２ 年金給付の受給権者は、生存に関する書面を別に定める給付規程の規定

するところにより提出しなければならない。ただし、年金の額の全部につき支給が停

止されているとき又はこの基金が当該年金給付の受給権者の生存の事実を確認する

ことができるとき（基金規則第２４条に規定する本人確認情報の提供を受けることに

より確認が行われた者に限る。）は、この限りでない。 

（所在不明の届出等） 

第５３条の３ 年金給付の受給権者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者

は、当該受給権者の所在が１月以上明らかでないときは、次の各号に掲げる事項を

記載した届書をこの基金に提出しなければならない。 

（１）所在不明となった受給権者の氏名及び性別 

（２）受給権者と同一世帯である旨 

（３）年金証書の番号 

２ この基金は、前項の届書が提出されたときには、当該受給権者に対し、自ら署名し

た書面その他の生存を明らかにすることができる書面の提出を求めることができる。 

３ 前項の規定により同項に規定する書面の提出を求められた受給権者は、当該書面を

この基金に提出しなければならない。 

（未支給の給付） 

第５４条 受給権者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき給付でまだ

その者に支給しなかったものがあるときは、その者の配偶者（婚姻の届出をしていな

いが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、子、父母、孫、祖父母、兄弟

姉妹又はこれらの者以外の三親等内の親族であって、その者の死亡の当時その者と生

計を同じくしていた者は、自己の名で、その未支給の給付の支給を請求することがで

きる。 

２ 前項の場合において、死亡した受給権者が死亡前にその給付を請求していなかった

ときは、同項に規定する者は、自己の名で、その給付を請求することができる。 

３ 未支給の給付を受けるべき者の順位は、厚生年金保険法施行令第３条の２に規定す

る順序による。 
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４ 未支給の給付を受けるべき同順位者が２人以上あるときは、その１人のした請求は、

全員のためその全額につきしたものとみなし、その１人に対してした支給は、全員に

対してしたものとみなす。 

（受給権の保護） 

第５５条 給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押えることができな

い。ただし、第１種退職年金、第２種退職年金又は脱退一時金を受ける権利について

は、国税滞納処分（その例による処分を含む。）により差し押える場合は、この限り

でない。 

 

第２節 第１種退職年金 

（支給要件） 

第５６条 第１種退職年金は、加入員又は加入員であった者が次の各号のいずれかに該当

する場合（死亡を除く。）に、その者に支給する。 

（１）加算適用加入員期間が１０年以上である者が、６０歳に達した後に加入員の資格を

喪失したとき、又は脱退により加入員の資格を喪失した後に加入員となることなくし

て６０歳に達したとき。 

（２）加算適用加入員期間が１０年以上である者が、６５歳に達したとき。 

（年金額） 

第５７条 第１種退職年金の額は、基本年金額と加算年金額とを合算した額とする。ただ

し、第１種退職年金の受給権者が繰上げ支給の老齢厚生年金を受給している場合を除き、

６５歳（別表第２の２の左欄に掲げる者については、同表の右欄のように読み替えるも

のとする。）に達するまでの間の基本年金額は支給しない。 

２ 第１種退職年金の額については、受給権者がその権利を取得した月以後における加入

員及び加算適用加入員であった期間は、その計算の基礎としない。 

３ 加入員である第１種退職年金の受給権者が、次の各号のいずれかに該当するに至った

ときは、前項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号のいずれかに該当するに至った日

の属する月前における加入員であった期間を基本年金額の計算の基礎とするものとし、

第１号に該当する場合にあっては、該当するに至った日の属する月（第４３条第２号か

ら第４号までのいずれかに該当して加入員の資格を喪失した場合にあっては、同各号の

いずれかに該当するに至った日から起算して１月を経過した日の属する月）から、第２

号、第３号又は第４号に該当する場合にあっては、該当するに至った日の属する月の翌

月から、その額を改定する。 
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（１）脱退により加入員の資格を喪失し、かつ、加入員となることなくして加入員の資格

を喪失した日から起算して１月を経過したとき。 

（２）法附則第８条及び法附則第８条の２の規定による老齢厚生年金又は法附則第２８条

の３の規定による特例老齢年金（以下「特例支給の老齢厚生年金等」という。）の受給

権を取得したとき。 

（３）老齢厚生年金の受給権を取得したとき。 

（４）６５歳に達したとき。 

４ 加算適用加入員である第１種退職年金の受給権者が、脱退により加入員の資格を喪失

し、かつ、加入員となることなくして加入員の資格を喪失した日から起算して１月を経

過したとき、又は６５歳に達したときは、第２項の規定にかかわらず、該当するに至っ

た日の属する月前における加算適用加入員であった期間を加算年金額の計算の基礎とす

るものとし、該当するに至った日の属する月（第４３条第２号から第４号までのいずれ

かに該当して加入員の資格を喪失した場合にあっては、同各号のいずれかに該当するに

至った日から起算して１月を経過した日の属する月、６５歳に達したときは６５歳に達

した日の属する月の翌月）から、その額を改定する。ただし、改定後の額が従前の加算

年金額に満たないときは、従前の加算年金額とする。 

５ 前２項の規定にかかわらず、加入員である第１種退職年金の受給権者のうち、法附則

第７条の３による老齢厚生年金の受給権者が第１号若しくは第３号に該当するに至った

とき、又は法附則第１３条の４第３項の規定による老齢厚生年金の受給権者が次の各号

のいずれかに該当するに至ったときは、第２項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号

のいずれかに該当するに至った日の属する月前における加入員であった期間を基本年金

額の計算の基礎とするものとし、第１号に該当する場合にあっては、該当するに至った

日の属する月（第４３条第２号から第４号までのいずれかに該当して加入員の資格を喪

失した場合にあっては、同各号のいずれかに該当するに至った日から起算して１月を経

過した日の属する月）から、第２号又は第３号に該当する場合にあっては、該当するに

至った日の属する月の翌月から、その額を改定する。ただし、改定後の基本年金額の計

算において第５１条第３項の例により計算している部分については、引き続き同条同項

の例により計算するものとする。 

（１）脱退により加入員の資格を喪失し、かつ、加入員となることなくして加入員の資格

を喪失した日から起算して１月を経過したとき。ただし、法附則第７条の３の規定に

よる老齢厚生年金の受給権者にあっては、６５歳に達している者に限るものとし、法

附則第１３条の４の規定による老齢厚生年金の受給権者にあっては、別表第２の２に

掲げる年齢に達している者に限るものとする。 
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（２）法附則第８条の２各項の表の下欄に掲げる年齢に達したとき。 

（３）６５歳に達したとき。 

６ この基金は、第１種退職年金の受給権者について法第７８条の６第１項及び第２項又

は法第７８条の１４第２項及び第３項の規定により標準報酬の改定が行われた場合であ

って、当該受給権者が第１号改定者又は特定被保険者に該当する場合は、当該改定に係

る改定後の標準報酬を基準として定めた報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額（当

該受給権者が加入員である場合は、法第７８条の２第２項の規定による標準報酬改定請

求又は法第７８条の１４第１項の規定による請求（併せて「改定請求」という。以下同

じ。）のあった日以前の直近の年金裁定又は年金額の改定を行った際に基本年金額の計算

の基礎となった加入員期間に係る報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額に限る。）を

基本年金額の計算の基礎とするものとし、改定請求のあった日の属する月の翌月から、

その額を改定するものとする。 

７ この基金は、法第７８条の６第１項及び第２項又は法第７８条の１４第２項及び第３

項の規定により標準報酬の改定が行われたときは、当該改定に係る第１号改定者又は特

定被保険者の老齢年金給付の支給に関する義務の一部（法第８５条の３の規定に基づき

政府がこの基金から徴収する額に相当する老齢年金給付の支給に関する義務に限る。）を

免れるものとする。 

（失 権） 

第５８条 第１種退職年金を受ける権利は、受給権者が死亡したときは、消滅する。 

（支給停止） 

第５９条 第１種退職年金は、加入員である受給権者が６５歳に達するまでの間は、その

額のうち基本年金額に相当する部分の支給を停止する。 

２ 加入員である第１種退職年金の受給権者のうち、特例支給の老齢厚生年金等の受給権

を有する者又は繰上げ支給の老齢厚生年金の受給権を有する者については、その者が６

５歳未満である間は、前項の規定にかかわらず、法附則第７条の６第５項の各号、法附

則第１３条第４項の各号（第３号及び第４号を除く。）又は法附則第１３条の７第５項の

各号（第２号を除く。）に掲げる場合に応じ、基本年金額に相当する額のうち、当該各号

に定める額を超える部分について、その支給を停止する。 

３ 加入員である第１種退職年金の受給権者のうち、老齢厚生年金の受給権を有する者に

ついては、当該老齢厚生年金が平成２５年改正法附則第８６条の規定によりなお効力を

有するものとされた、改正前厚生年金保険法第４６条第５項において読み替えられた同

条第１項の規定によりその全額につき支給を停止されている場合は、基本年金額（第５

１条第４項に該当する者にあっては同項第２号に規定する額を除く。以下この項におい
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て同じ。）に相当する額の支給を停止する。ただし、基本年金額に相当する額のうち、法

第１３３条の２第３項の各号に規定する支給を停止することができる額が、加入員であ

った期間に係る法第１３２条第２項に規定する額に満たないときは、基本年金額に相当

する部分の支給の停止は行わない。 

４ 前２項に規定する当該各号に定める額に１円未満の端数が生じたときは、これを１円

に切り上げるものとする。 

（受給権者の申出による支給停止） 

第５９条の２ この基金は、第１種退職年金の受給権者が法第３８条の２第１項の規定に

よる支給停止の申出をした場合であって、当該受給権者がこの基金に支給停止の申出を

したときは、同条第３項の撤回をするまでの間、その額のうち基本年金額に相当する部

分の支給を停止する。ただし、前条の規定によりその額の一部につき支給を停止されて

いるときは、停止されていない部分の額の支給を停止する。 

（老齢厚生年金の支給繰下げに伴う支給停止） 

第５９条の３ 第１種退職年金の受給権者が老齢厚生年金の受給権を取得したときに当該

老齢厚生年金の請求をしないときは、当該老齢厚生年金の受給権取得月の翌月から支給

繰下げの申出日（法第４４条の３第２項第２号に該当する者にあっては、同項に定める

申出があったものとみなされる日）の属する月までの間、その額のうち、基本年金額に

相当する部分の支給を停止する。 

２ 第１種退職年金の受給権者が老齢厚生年金の支給の繰下げを行う場合は、老齢厚生年

金の受給権取得月の末日までに老齢厚生年金の繰下げを行う旨をこの基金に申し出なけ

ればならない。 

３ 第１種退職年金の受給権者が老齢厚生年金の支給繰下げの申出を行う場合はその旨を

この基金に申し出なければならない。 

４ 第１項の規定に基づき基本年金額の支給を停止されていた者が老齢厚生年金の支給の

繰下げを撤回する場合は、その旨をこの基金に申し出なければならない。この場合、老

齢厚生年金の受給権を取得したときに遡って第１項の支給の停止を解除するものとする。 

 

第３節 第２種退職年金 

（支給要件） 

第６０条 第２種退職年金は、加入員又は加入員であった者が次の各号のいずれかに該当

する場合において、その者が第１種退職年金の受給権を有しないときに、その者に支給

する。 
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（１）加入員が、６５歳（別表第２の２の左欄に掲げる者については、同表の右欄のよう

に読み替えるものとする。以下本号において同じ。）に達した後に加入員の資格を喪失

したとき、又は脱退により加入員の資格を喪失した後に加入員となることなくして６

５歳に達したとき。 

（２）加入員又は加入員であった者が老齢厚生年金の受給権を取得したとき。 

（３）加入員又は加入員であった者が特例支給の老齢厚生年金等の受給権を取得したとき。

ただし、加入員がその資格を取得した月に当該特例支給の老齢厚生年金等の受給権を

取得したときを除く。 

（４）加入員又は加入員であった者が繰上げ支給の老齢厚生年金の受給権を取得したとき。 

（５）特例支給の老齢厚生年金等の受給権者で当該特例支給の老齢厚生年金等の受給権を

取得した月以後の月に加入員の資格を取得したものであって、その年金の額が、法第

４３条第３項の規定により改定されたとき。ただし、加入員の資格を取得した月又は

その翌月から改定されたときを除く。 

（６）老齢厚生年金の受給権者で当該老齢厚生年金の受給権を取得した月以後の月に加入

員の資格を取得したものであって、その年金の額が法第４３条第３項の規定により改

定されたとき。ただし、加入員の資格を取得した月又はその翌月から改定されたとき

を除く。 

（７）繰上げ支給の老齢厚生年金の受給権者で当該老齢厚生年金の受給権を取得した月以

後の月に加入員の資格を取得したものであって、その年金の額が法第４３条第３項、

法附則第７条の３第５項又は法附則第１３条の４第５項若しくは第６項の規定により

改定されたとき。ただし、加入員の資格を取得した月又はその翌月から改定されたと

きを除く。 

（年金額） 

第６１条 第２種退職年金の額は、基本年金額に相当する額とする。 

２ 第５７条第２項の規定は、第２種退職年金の額についても準用する。この場合におい

て、同条同項中「第１種退職年金」とあるのは「第２種退職年金」と読み替えるものと

する。 

３ 加入員である第２種退職年金の受給権者が、次の各号のいずれかに該当するに至った

ときは、前項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号のいずれかに該当するに至った日

の属する月前における加入員であった期間を基本年金額の計算の基礎とするものとし、

第１号に該当する場合にあっては、該当するに至った日の属する月（第４３条第２号か

ら第４号までのいずれかに該当して加入員の資格を喪失した場合にあっては、同各号の

いずれかに該当するに至った日から起算して１月を経過した日の属する月）から、第２
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号、第３号又は第４号に該当する場合にあっては、該当するに至った日の属する月の翌

月から、その額を改定する。 

（１）脱退により加入員の資格を喪失し、かつ、加入員となることなくして加入員の資格

を喪失した日から起算して１月を経過したとき。 

（２）特例支給の老齢厚生年金等の受給権を取得したとき。 

（３）老齢厚生年金の受給権を取得したとき。 

（４）６５歳に達したとき。 

４ 前項の規定にかかわらず、加入員である第２種退職年金の受給権者のうち、法附則第

７条の３による老齢厚生年金の受給権者が第１号若しくは第３号に該当するに至ったと

き、又は法附則第１３条の４第３項の規定による老齢厚生年金の受給権者が次の各号の

いずれかに該当するに至ったときは、第２項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号の

いずれかに該当するに至った日の属する月前における加入員であった期間を第２種退職

年金の額の計算の基礎とするものとし、第１号に該当する場合にあっては、該当するに

至った日の属する月（第４３条第２号から第４号までのいずれかに該当して加入員の資

格を喪失した場合にあっては、同各号のいずれかに該当するに至った日から起算して１

月を経過した日の属する月）から、第２号又は第３号に該当する場合にあっては、該当

するに至った日の属する月の翌月から、その額を改定する。ただし、改定後の第２種退

職年金の計算において第５１条第３項の例により計算している部分については、引き続

き同条同項の例により計算するものとする。 

（１）脱退により加入員の資格を喪失し、かつ、加入員となることなくして加入員の資格

を喪失した日から起算して１月を経過したとき。ただし、法附則第７条の３の規定に

よる老齢厚生年金の受給権者にあっては、６５歳に達している者に限るものとし、法

附則第１３条の４の規定による老齢厚生年金の受給権者にあっては、別表第２の２に

掲げる年齢に達している者に限るものとする。 

（２）法附則第８条の２各項の表の下欄に掲げる年齢に達したとき。 

（３）６５歳に達したとき。 

５ この基金は、第２種退職年金の受給権者について法第７８条の６第１項及び第２項又

は法第７８条の１４第２項及び第３項の規定により標準報酬の改定が行われた場合であ

って、当該受給権者が第１号改定者又は特定被保険者に該当する場合は、当該改定に係

る改定後の標準報酬を基準として定めた報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額（当

該受給権者が加入員である場合は、改定請求のあった日以前の直近の年金裁定又は年金

額の改定を行った際に第２種退職年金の額の計算の基礎となった加入員期間に係る報酬

標準給与の月額及び賞与標準給与の額に限る。）を第２種退職年金の額の計算の基礎とす
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るものとし、改定請求のあった日の属する月の翌月から、その額を改定するものとする。 

６ この基金は、法第７８条の６第１項及び第２項又は法第７８条の１４第２項及び第３

項の規定により標準報酬の改定が行われたときは、当該改定に係る第１号改定者又は特

定被保険者の老齢年金給付の支給に関する義務の一部（法第８５条の３の規定に基づき

政府がこの基金から徴収する額に相当する老齢年金給付の支給に関する義務に限る。）を

免れるものとする。 

（失 権） 

第６２条 第２種退職年金を受ける権利は、受給権者が死亡したとき、又は第１種退職年

金の受給権を取得したときは、消滅する。 

（支給停止） 

第６３条 第２種退職年金は、加入員である受給権者が６５歳に達するまでの間は、その

支給を停止する。 

２ 第５９条第２項から第４項までの規定は、加入員である第２種退職年金の受給権者の

うち、特例支給の老齢厚生年金等の受給権を有する者又は繰上げ支給の老齢厚生年金の

受給権者について、第３項及び第４項の規定は、加入員である第２種退職年金の受給権

者のうち、法第４２条の規定による老齢厚生年金の受給権者について準用する。この場

合において、同条第２項及び第３項中「第１種退職年金」とあるのは「第２種退職年金」

と、「基本年金額に相当する額」とあるのは「第２種退職年金の額に相当する額」と、そ

れぞれ読み替えるものとする。 

（受給権者の申出による支給停止） 

第６３条の２ 第５９条の２の規定は、第２種退職年金について準用する。この場合にお

いて、第５９条の２の規定中「第１種退職年金」とあるのは「第２種退職年金」と、「基

本年金額」とあるのは「第２種退職年金の額」と、それぞれ読み替えるものとする。 

（老齢厚生年金の支給繰下げに伴う支給停止） 

第６３条の３ 第５９条の３の規定は、第２種退職年金について準用する。この場合にお

いて、第５９条の３の規定中「第１種退職年金」とあるのは「第２種退職年金」と、「基

本年金額」とあるのは「第２種退職年金の額」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

第４節 遺族一時金 

（支給要件） 

第６４条 遺族一時金は、加算適用加入員又は加算適用加入員であった者が、次の各号の

いずれかに該当する場合に、その者の遺族に支給する。 
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（１）加算適用加入員期間が３年未満である加算適用加入員が６０歳に達した後死亡した

とき。 

（２）加算適用加入員期間が３年以上である加算適用加入員が死亡したとき。 

（３）第５６条に規定する加算適用加入員期間を満たしている者が、加入員の資格を喪失

した後、同条に規定する年齢に達するまでの間に死亡したとき。 

（４）第１種退職年金の受給権者が、第１種退職年金のうち加算年金額に相当する部分の

支給が開始された後、２０年を経過する前に死亡したとき。 

（一時金の額） 

第６５条 遺族一時金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる

額とする。 

（１）前条第１号及び第２号に該当する場合 

加算適用加入員でなくなったときにおける個人別勘定残高（１００円未満の端数は

１００円に切り上げる。） 

（２）前条第３号に該当する場合 

死亡したときにおける個人別勘定残高（１００円未満の端数は１００円に切り上げ

る。） 

（３）前条第４号に該当する場合 

第１種退職年金の額のうち加算年金額に相当する額（額の改定がある場合は改定後

の額とする。）に、残余保証期間に応じ、別表第７に定める率を乗じて得た額 

２ 残余保証期間に１年未満（月単位）の端数がある場合における遺族一時金の額の算出

にあたっては、別表第７に掲げる算式によって算出した率を用いて、前項の規定に基づ

き算出した額とする。 

（遺 族） 

第６６条 遺族一時金を受けることができる遺族は、次の各号に定める者とする。 

（１）死亡した加算適用加入員又は加算適用加入員であった者の配偶者（婚姻の届出をし

ていないが、その者の死亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。） 

（２）死亡した加算適用加入員又は加算適用加入員であった者の子（その者の死亡の当時

胎児であった子が出生したときは、当該子を含む。）、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹 

（３）前２号に掲げる者のほか、死亡した加算適用加入員又は加算適用加入員であった者

の死亡の当時その者と生計を同じくしていたその他の親族 

２ 遺族一時金を受けることができる遺族の順位は、前項に規定する順序による。 

３ 遺族一時金を受けることができる同順位者が２人以上あるときは、その１人のした請

求は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その１人に対してした支給は、全
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員に対してしたものとみなす。 

 

第５節 脱退一時金 

（支給要件） 

第６７条 脱退一時金は、加算適用加入員が次の各号のいずれかに該当する場合に、その

者に支給する。 

（１）加算適用加入員期間が３年未満の加入員が６０歳に達した後脱退により加入員の資

格を喪失したとき。 

（２）加算適用加入員期間が３年以上１０年未満の加入員が、脱退により加入員の資格を

喪失したとき。 

（３）加算適用加入員期間が１０年未満の加入員が、６５歳に達したとき。 

（一時金の額） 

第６８条 脱退一時金の額は、加算適用加入員でなくなったときにおける個人別勘定残高

（１００円未満の端数は１００円に切り上げる。）とする。 

（支給の効果） 

第６９条 脱退一時金の支給を受けた者が、再びこの基金の加算適用加入員の資格を取得

したときは、その者に係る第１種退職年金のうち加算年金額に相当する部分、遺族一時

金又は脱退一時金の支給要件の判定及び給付の額の算定にあたっては、既に支給を受け

た脱退一時金の計算の基礎となった再加入前の加算適用加入員期間は、加算適用加入員

でなかったものとみなす。 

（失 権） 

第７０条 脱退一時金の受給権は、受給権者が加算適用加入員となったとき、又は第１種

退職年金の受給権を取得したときは、消滅する。 

 

 

第７章 福祉施設 

 

（福祉施設） 

第７１条 この基金は、加入員及び加入員であった者の福祉を増進するため、必要な施設

をすることができる。 
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第８章 年金通算 

 

第１節 中途脱退者の選択 

（中途脱退者） 

第７２条 中途脱退者とは、加入員の資格を喪失した者（加入員の資格を喪失した日にお

いて、この基金が支給する老齢年金給付の受給権を有する者を除く。）であって加入員期

間が２０年未満であり、かつ、第６７条に該当する者をいう。 

第７３条  削 除 

（脱退一時金の選択） 

第７４条 この基金は、中途脱退者に対し、この基金の加入員の資格を喪失したときに、

次の各号のいずれかを選択させ、その選択に従い、当該中途脱退者の脱退一時金の支給

又は脱退一時金相当額の移換を行う。 

（１）速やかに脱退一時金を受給すること。 

（２）この基金の加入員の資格を喪失した日から１年を経過したときに脱退一時金を受給

すること。 

（３）速やかに脱退一時金相当額を企業年金連合会（確定給付企業年金法（平成１３年法

律第５０号）第９１条の２に規定する企業年金連合会をいう。以下「連合会」という。）

へ移換すること。 

（４）この基金の加入員の資格を喪失した日から１年を経過したときに脱退一時金相当額

を連合会へ移換すること。 

２ 前項第２号又は第４号を選択した中途脱退者は、この基金の加入員の資格を喪失した

日から１年を経過する日までの間において、速やかに脱退一時金を受給すること、又は、

確定給付企業年金（当該確定給付企業年金の規約において、あらかじめ、この基金から

脱退一時金相当額の移換を受けることができる旨が定められている場合に限る。）若しく

は確定拠出年金への脱退一時金相当額の移換を申し出ることができる。 

３ 第１項第４号を選択した中途脱退者は、この基金の加入員の資格を喪失した日から１

年を経過する日までの間において、連合会への脱退一時金相当額の交付を申し出ること

ができる。 

４ この基金は、加入員の資格を喪失した日から起算して１年を経過する日までの間にお

いて、連合会への脱退一時金相当額の移換の申出がない中途脱退者に対し脱退一時金を

支給する。 

５ 第１項第３号及び第４号並びに第２項及び第３項の脱退一時金相当額の移換について
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は第７７条から第７８条の２までのいずれかの規定に基づき行うものとする。 

６ 中途脱退者が、脱退一時金の支給前に、又は、脱退一時金相当額の連合会、確定給付

企業年金若しくは確定拠出年金への移換前に、再びこの基金の加入員となった場合には、

当該脱退一時金の支給、又は、当該脱退一時金相当額の連合会、確定給付企業年金若し

くは確定拠出年金への移換は行わない。ただし、当該中途脱退者が脱退一時金の支給、

又は、当該脱退一時金相当額の連合会、確定給付企業年金若しくは確定拠出年金への移

換を基金へ申し出たときは、この限りでない。 

７ 前項の申出は、当該中途脱退者が再びこの基金の加入員となった日から速やかに行わ

なければならない。 

８ この基金は、第１項第３号若しくは第４号を選択、又は第２項若しくは第３項の申出

に基づき脱退一時金相当額の移換をしたときは、当該中途脱退者への脱退一時金の支給

の義務を免れる。 

 

第２節 他制度等への移換 

第７５条  削除 

第７６条  削除 

（連合会への脱退一時金相当額の移換） 

第７７条 この基金の中途脱退者は、この基金に脱退一時金相当額の連合会への移換を申

し出ることができる。 

２ この基金は、前項の申出があったときは、連合会に当該申出に係る脱退一時金相当額

を移換するものとする。 

３ 第１項の申出は、この基金の中途脱退者がこの基金の加入員の資格を喪失した日から

起算して１年を経過する日までの間に限って行うことができる。 

（確定給付企業年金への脱退一時金相当額の移換） 

第７８条 この基金の中途脱退者は、確定給付企業年金の加入者の資格を取得した場合で

あって、当該確定給付企業年金の規約において、あらかじめ、この基金から脱退一時金

相当額の移換を受けることができる旨が定められているときは、この基金に当該確定給

付企業年金の資産管理運用機関等（確定給付企業年金法第３０条第３項に規定する資産

管理運用機関等をいう。以下同じ。）への脱退一時金相当額の移換を申し出ることができ

る。 

２ この基金は、前項の申出があったときは、当該確定給付企業年金の資産管理運用機関

等に当該申出に係る脱退一時金相当額を移換するものとする。 
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３ 第１項の申出は、この基金の中途脱退者がこの基金の加入員の資格を喪失した日から

起算して１年を経過する日での間に限って行うことができる。 

（確定拠出年金への脱退一時金相当額の移換） 

第７８条の２ この基金の中途脱退者は、企業型年金加入者（確定拠出年金法（平成１３

年法律第８８号）第２条第８項に規定する企業型年金加入者をいう。以下この条におい

て同じ。）又は個人型年金加入者（同法第２条第１０項に規定する個人型年金加入者をい

う。以下この条において同じ。）の資格を取得したときは、この基金に当該企業型年金の

資産管理機関（同法第２条第７項第１号ロに規定する資産管理機関をいう。以下この条

において同じ。）又は同法第２条第５項に規定する連合会（以下この条において「国民年

金基金連合会」という。）への脱退一時金相当額の移換を申し出ることができる。 

２ この基金は、前項の申出があったときは、当該企業型年金の資産管理機関又は国民年

金基金連合会に当該申出に係る脱退一時金相当額を移換するものとする。 

３ 第１項の申出は、この基金の中途脱退者がこの基金の加入員の資格を喪失した日から

起算して１年を経過する日までの間に限って行うことができる。 

 

第３節 削除 

第７８条の３  削除 

 

第４節 加入員への説明 

（加入員への説明） 

第７８条の４ この基金は、加入員がその資格を取得したとき又はその資格を喪失したと

きは、第７２条、第７４条及び第７７条から第７８条の２までの規定に関し、企業年金

等の通算措置に係る事務取扱準則（平成１７年７月５日年企発第０７０５００１号）第

２に基づき、当該加入員に対して説明しなければならない。 

 

 

第９章 年金給付等積立金の管理及び運用に関する契約 

並びに業務の委託 

 

（年金給付等積立金の管理及び運用に関する契約の締結） 

第７９条 この基金は、法第１３０条の２第１項及び法第１３６条の３第１項の規定に基

づき、年金給付等積立金の管理及び運用に関し、生命保険会社と自己を保険金受取人と



31 

する保険契約を、信託会社と自己を受益者とする信託契約を、金融商品取引業者と投資

一任契約をそれぞれ締結するものとする。 

２ この基金は、前項の規定による投資一任契約を締結する場合においては、信託会社と

自己を受益者とする年金特定信託契約を締結する。 

３ この基金は、法第１３６条の３第１項第４号の規定に基づき、金融機関等を相手方と

する預金又は貯金の契約を締結する。 

４ 第１項の規定により締結する保険契約について、年金給付及び一時金たる給付に要す

る費用に関する内容は、基金令第３０条第２項に規定するもののほか、次の各号に該当

するものでなければならない。 

（１）基金に支払うべき保険金（以下「保険金」という。）は、次に掲げる場合に支払われ

るものとする。 

ア 加入員若しくは加入員であった者又はこれらの者の遺族が、この基金の規約に定

める給付を受けることができるとき。 

イ この基金が、法第１４４条の６第２項、平成２５年改正法附則第４２条第２項又は

改正前確定給付企業年金法（平成２５年改正法附則第５条第１項第２号の規定により

なお効力を有するものとされた、同法附則第３条第３号に規定する改正前確定給付企

業年金法をいう。以下同じ。）第１１５条の３第２項の規定に基づき中途脱退者等に

係る脱退一時金相当額の移換を行うとき。 

ウ 政府が、法第８５条の３の規定に基づきこの基金から第１号改定者又は特定被保険

者の加入員であった期間に係る老齢年金給付の現価相当額の徴収を行うとき。 

（２）配当金の支払は、基金規則第４４条の２の規定により業務経理への繰入金を受ける

ことができる場合に行われるものであること。 

（３）保険期間の始期は、保険契約の成立した日とするものであること。 

（４）保険料と保険金は相殺しないものであること。 

５ 第１項の規定により締結する信託契約について、年金給付及び一時金たる給付に要す

る費用に関する内容は、基金令第３０条第１項に規定するもののほか、次の各号に該当

するものでなければならない。 

（１）基金に支払うべき支払金（以下「支払金」という。）は、次に掲げる場合に支払われ

るものとする。 

ア 加入員若しくは加入員であった者又はこれらの者の遺族が、この基金の規約に定

める給付を受けることができるとき。 

イ この基金が、法第１４４条の６第２項、平成２５年改正法附則第４２条第２項又

は改正前確定給付企業年金法第１１５条の３第２項の規定に基づき中途脱退者等に
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係る脱退一時金相当額の移換を行うとき。 

ウ 政府が、法第８５条の３の規定に基づきこの基金から第１号改定者又は特定被保

険者の加入員であった期間に係る老齢年金給付の現価相当額の徴収を行うとき。 

エ 基金規則第４４条の２の規定により業務経理への繰入金を受けることができると

き。 

（２）信託金と支払金とは、相殺しないものであること。 

６ 第２項の年金特定信託契約の内容は、基金令第３０条の２に規定するもののほか、前

項の規定を準用する。 

（運用管理規程） 

第７９条の２ 前条第１項から第３項までの契約に係る次の事項は、運用管理規程におい

て定めるものとする。 

（１）運用受託機関又は資産管理機関の名称 

（２）保険料又は信託金の払込割合 

（３）基金に支払うべき保険料又は支払金の負担割合 

２ 運用管理規程は、代議員会の議決を経て決定する。また、定めた事項を変更する場合

においても同様とする。 

３ 第１項第２号及び第３号に規定する事項の変更については、前項の規定にかかわらず、

理事会の議決を経て決定する。 

４ 第１項第２号及び第３号に規定する事項の変更であって年金給付等積立金の安全かつ

効率的な運用のために必要なものとして、運用管理規程で定めるものについては、前２項

の規定にかかわらず、運用管理規程の定めるところにより、理事長の専決をもって決定す

ることができる。 

５ 理事長は前２項の規定による処置については、次の代議員会においてこれを報告し、

その承認を得なければならない。 

（年金給付等積立金の運用） 

第７９条の３ この基金は、年金給付等積立金の運用に関して、毎年３月、６月、９月及

び１２月の末日において、法第１３６条の３第１項の規定による運用に係る資産を時価に

より評価し、その構成割合を確認するものとする。 

２ この基金は、前項に規定する構成割合の確認については、法第１３６条の３第１項の

規定による運用に係る長期にわたり維持すべき資産の構成割合との比較のうえで行うも

のとする。 

（年金給付等積立金の積立て） 

第８０条 この基金は、法第１３６条の２に定めるところにより、年金給付等積立金を積
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み立てなければならない。 

（業務の委託） 

第８１条 この基金は、住友生命保険相互会社に、次の各号に掲げる事務を委託する。 

（１）年金数理に関する事務 

（２）給付金の支払に関する事務 

（３）国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号。以下「改正法」と

いう。）附則第８４条第３項から第５項までの規定による厚生年金保険の管掌者たる政

府からの負担金に関する事務 

（４）副本管理に関する事務 

（５）副本管理に付随する事務 

２ この基金は、前項に規定する事務のほか、連合会に、加入員又は加入員であった者に

年金たる給付又は一時金たる給付の支給を行うために必要となるその者の一部の者又は

全部の者に関する情報の収集、整理又は分析に関する事務を委託する。 

３ この基金は、前２項に規定する事務のほか、法第１３０条第５項に規定する業務の委

託会社に、年金資産及び年金債務の将来予測（運用の基本方針の策定のために必要な年

金資産分析（リスク・リターン分析等）及び関連業務（最適資産構成に関する相談・助

言等）を含む。）に関する事務を委託することができる。 

４ この基金は、前３項に規定する事務のほか、法第１３０条第５項に規定する業務の委

託会社に、運用実績に係る統計の作成に関する事務を委託することができる。 

 

 

第１０章 費用の負担 

 

（基本掛金） 

第８２条 この基金は、この基金が支給する第１種退職年金のうち基本年金額に相当する

部分及び第２種退職年金に要する費用に充てるため、給付の額の計算の基礎となる各月

につき、基本掛金を徴収する。 

２ 前項の基本掛金の額は、第１号に定める基本標準掛金の額と第２号に定める特別掛金

の額を合算した額とする。 

（１）基本標準掛金 加入員の報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額にそれぞれ１０

００分の０を乗じて得た額 

（２）特別掛金 加入員の報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額にそれぞれ１０００

分の３を乗じて得た額 
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３ この基金の設立事業所以外の厚生年金保険の適用事業所に同時に使用される加入員に

係る基本掛金の額は、前項の規定にかかわらず、第１号に定める額に第２号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

（１）前項の規定により算定される基本掛金の額 

（２）報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額の計算の基礎となる給与の額に対するこ

の基金の設立事業所で受ける給与の額の割合 

４ この基金が解散したときに、年金経理に属する資産額が第１０１条に規定する最低責

任準備金の額に満たないときは、解散時における最低責任準備金の額と年金経理に属す

る資産額の差額（以下「年金経理不足額」という。）を算出し、当該年金経理不足額を特

別掛金として解散日現在の設立事業所の事業主から徴収する。 

５ 前項に規定する年金経理不足額の徴収は、当該年金経理不足額を解散日現在の設立事

業所の加入員の報酬標準給与の月額の総額に応じて按分して得た額を、解散日現在の設

立事業所の事業主が負担することにより行うものとする。 

６ 前２項に定めるところにより、この基金の清算人が年金経理不足額の納入の告知をし

たときは、解散日現在の設立事業所の事業主は、納入の告知の日から１０日以内に当該

年金経理不足額を納付しなければならない。 

（加算標準掛金） 

第８３条 この基金は、この基金が支給する第１種退職年金のうち加算年金額に相当する

部分、遺族一時金及び脱退一時金に要する費用に充てるため、給付の額の計算の基礎と

なる各月につき、加算標準掛金を徴収する。 

２ 前項の加算標準掛金の額は、加算適用加入員の報酬標準給与の月額に１０００分の９

を乗じて得た額とする。 

（掛金の負担割合） 

第８４条 事業主は、前２条に定める掛金を負担する。 

第８４条の２ 削除 

（掛金の納付義務及び掛金の源泉控除） 

第８５条 事業主は、その使用する加入員及び自己の負担する掛金を納付する義務を負う。 

２ 事業主は、加入員に対して通貨をもって報酬を支払う場合においては、加入員の負担

すべき前月分の掛金のうち報酬標準給与の月額に係る掛金（加入員がその事業所に使用

されなくなった場合においては、前月分及びその月分の掛金のうち報酬標準給与の月額

に係る掛金）を報酬から控除することができる。 

３ 事業主は、加入員に対して通貨をもって賞与を支払う場合においては、加入員の負担

すべき掛金のうち賞与標準給与の額に係る掛金を賞与から控除することができる。 
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４ 事業主は、前２項の規定によって掛金を控除したときは、掛金の控除に関する計算書

を作成し、その控除額を加入員に通知しなければならない。 

（徴収金） 

第８６条 この基金は、設立事業所以外の厚生年金保険の適用事業所に同時に使用される

加入員に係る第１種退職年金のうち基本年金額に相当する部分及び第２種退職年金の支

給に要する費用の一部に充てるため、給付の額の計算の基礎となる各月につき、法附則

第３２条第２項第４号により読み替えられた法第１４０条第３項及び第４項の規定によ

り算定された徴収金を徴収する。 

（事務費掛金）  

第８７条 この基金は、第８２条及び第８３条に規定する掛金のほか、この基金の業務の

執行に要する費用に充てるため、毎月事務費掛金を徴収する。 

２ 前項の事務費掛金の額は、加入員の報酬標準給与の月額に１０００分の２を乗じて得

た額とする。 

３ 第１項の事務費掛金は、事業主が全額負担する。 

４ この基金は、解散時において業務経理に属する資産額が清算結了までの間の業務の執

行に要すると見込まれる額（以下「清算業務所要額」という。）に満たないと見込まれる

ときは、清算業務所要額と業務経理に属する資産額の差額の見込額（以下「業務経理不

足見込額」という。）を算出し、当該業務経理不足見込額を事務費掛金として設立事業所

の事業主から徴収する。 

５ この基金の清算期間中において、なお清算業務所要額に不足額（以下「業務経理不足

額」という。）が見込まれるときは、この基金の清算人は、当該業務経理不足額を事務費

掛金として解散日現在の設立事業所の事業主から徴収する。 

６ 前項に規定する業務経理不足額の徴収は、当該業務経理不足額を解散日現在の設立事

業所の加入員の報酬標準給与の月額の総額に応じて按分して得た額を、解散日現在の設

立事業所の事業主が負担することにより行うものとする。 

７ 前２項に定めるところにより、この基金の清算人が業務経理不足額の納入の告知をし

たときは、解散日現在の設立事業所の事業主は、納入の告知の日から１０日以内に当該

業務経理不足額を納付しなければならない。 

（政府負担金） 

第８８条 この基金は、改正法附則第８４条第３項から第５項までの規定による厚生年金

保険の管掌者たる政府からの負担金を受け入れるものとする。 

（給付現価負担金） 

第８８条の２ この基金は、法附則第３０条の規定により政府から過去期間代行給付現価
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に係る負担金を受け入れるものとする。 

（第１号改定者等の標準報酬の改定に伴う徴収金の政府への納付） 

第８８条の３ この基金は、政府から法第８５条の３の規定による徴収金の納入告知があ

ったときは、当該納入告知に定める納付期限までに当該徴収金を納付するものとする。 

 

 

第１１章 財務及び会計 

 

（事業年度） 

第８９条 この基金の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。 

（予 算） 

第９０条 この基金は、毎事業年度、予算を作成し、当該事業年度開始前に、厚生労働大

臣に届け出なければならない。これに重要な変更を加えたときも、同様とする。 

（決 算） 

第９１条 この基金は、毎事業年度、当該事業年度終了後６月以内に、貸借対照表及び損

益計算書並びに当該事業年度の業務報告書を作成し、監事の意見をつけて、代議員会に

提出し、その議決を得た後厚生労働大臣に提出しなければならない。 

２ この基金は、前項の書類をこの基金の事務所に備えつけて置かなければならない。 

３ 加入員及び加入員であった者は、この基金に対し、前項の書類の閲覧を請求すること

ができる。この場合においては、この基金は、正当な理由がある場合を除き、これを拒

んではならない。 

（積立上限額を超える場合の掛金の控除） 

第９１条の２ この基金は、毎事業年度の決算において、年金給付等積立金の額が次項に

規定する積立上限額を上回っている場合には、当該上回った額を基準として基金規則第

４７条の２で定めるところにより算定した額を、法第１３８条第３項に定めるところに

より算定した掛金の額から基金規則第４７条の３で定めるところにより控除しなければ

ならない。 

２ 積立上限額は、この基金の財政の安定性を長期間にわたって確実に確保することがで

きる年金給付等積立金の水準を上回る額として、厚生労働大臣の定めるところにより算

定するものとする。 

（剰余金又は不足金の処理） 

第９２条 第９１条の決算の結果、剰余金又は不足金が生じたときの処分等は、基金規則

第４８条及び第４９条に規定するところによる。 
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（年金経理から業務経理への繰入れ） 

第９３条 この基金は、毎事業年度、前事業年度の末日における年金給付等積立金の額が

加入員及び加入員であった者に係る責任準備金の額以上の額であって、将来にわたり財

政の健全な運営を維持することができるものとして厚生労働大臣の定めるところにより

算出した額を上回るときは、当該上回る額に相当する額を限度として、厚生労働大臣の

定めるところにより、年金経理から業務経理へ繰り入れることができる。 

（余裕金の運用） 

第９４条 この基金の業務上の余裕金は、基金令第４０条に定めるところにより運用しな

ければならない。 

（借入金） 

第９５条 この基金は、この基金の目的を達成するため必要な場合において、厚生労働大

臣の承認を受けて、借入金をすることができる。 

（掛金の額の再計算） 

第９６条 この基金は、将来にわたって、財政の均衡を保つことができるように、少なく

とも５年ごとに、基金令第３３条に定める基準に従って掛金の額を再計算しなければな

らない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第９１条の規定による決算の結果、基金規則第４８条に定

める不足金が、厚生労働大臣の定める基準を上回ることが明らかとなった場合には、こ

の基金は、直ちに掛金の額の再計算を行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金

保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等及び経過措置

に関する省令（平成２６年厚生労働省令第２０号）第４３条に規定する解散計画又は同

省令第４５条に規定する代行返上計画を厚生労働大臣に提出した場合は、当該解散計画

又は代行返上計画に基づいた財政運営を行うものとする。 

（掛金及び責任準備金の算出方法） 

第９７条 掛金及び責任準備金の算出方法は、別に定める。 

（財務及び会計規程） 

第９８条 財務及び会計に関しては、この章に定めるもののほか、代議員会の議決を経て

別に定める。 

 

 

第１２章 解散及び清算 
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（解 散） 

第９９条 この基金の解散については、法第１４５条の規定による。 

（清 算） 

第１００条 この基金が解散したときの清算は、平成２５年改正法附則第３４条及び法第

１４７条の２から法第１４７条の５までの規定により行うものとする。 

（責任準備金相当額の納付） 

第１０１条 この基金が解散したときは、平成２６年経過措置政令第５条の規定により計

算した責任準備金相当額（以下「最低責任準備金」という。）を平成２５年改正法附則第

８条の定めるところにより政府に納付しなければならない。 

（最低積立基準額） 

第１０１条の２ この基金は、加入員及び加入員であった者の受給権を保全するため、毎

事業年度末の日（以下、この条において「基準日」という。）において、最低保全給付を

支給するために必要な給付原資である最低積立基準額を保有するよう努めるものとする。 

２ 前項の最低保全給付は、次の各号の区分に応じて当該各号に定める給付とする。 

（１）基準日において年金受給者又は受給待期脱退者である者 

規約に基づいて支給されることとなる年金給付 

（２）基準日において加入員である者 

次のア及びイを合わせた給付 

ア 基本部分 

標準的な退職年齢に達した日（基準日における当該加入員の年齢がこの年齢以上

の場合にあっては基準日の翌日。以下「標準資格喪失日」という。）に加入員の資格

を喪失したとした場合に支給されることとなる給付のうち、代行年金の額（法附則

第３２条第１項の認可の日以降の期間を除く加入員であった期間の平均標準給与額

（法第７８条の６第１項及び第２項又は法第７８条の１４第２項及び第３項の規定

により標準報酬の改定が行われた場合であって、当該加入員が第１号改定者又は特

定被保険者に該当する場合は、当該改定に係る改定後の標準報酬を基準として定め

た報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額を計算の基礎とする平均標準給与額。

以下同じ。）の１，０００分の５．４８１（別表第２の３の左欄に掲げる者について

は、同表の右欄のように読み替えるものとする。）に相当する額に法附則第３２条第

１項の認可の日以降の期間を除く加入員であった期間の月数を乗じて得た額（繰上

げ支給の老齢厚生年金を請求した場合は当該乗じて得た額から当該乗じて得た額に

第５１条第３項の規定による減額率を乗じて得た額を減じた額、老齢厚生年金の支

給繰下げの申出をした場合は当該乗じて得た額と当該乗じて得た額に同条第４項の
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規定による増額率を乗じて得た額を加えた額。）をいう。以下同じ。）に相当する部

分の給付に（ア）に定める按分率を乗じて得た給付と、上乗せ年金額（基本年金額

から代行年金の額を控除して得た額をいう。以下同じ。）に相当する部分の給付に

（イ）に定める按分率を乗じて得た給付を合算して得た給付とする。 

（ア）按分率１ ＝ Ａ１／Ｂ１ 

Ａ１ 基準日の翌日に加入員の資格を喪失した場合に、代行年金の額の算定に用

いる加入員期間の月数 

Ｂ１ 標準資格喪失日に加入員の資格を喪失した場合に、代行年金の額の算定に

用いる加入員期間の月数 

（イ）按分率２ ＝ Ａ２／Ｂ２ 

Ａ２ 基準日の翌日に加入員の資格を喪失した場合に、上乗せ年金額の算定に用

いる加入員期間の月数 

Ｂ３ 標準資格喪失日に加入員の資格を喪失した場合に、上乗せ年金額の算定に

用いる加入員期間の月数 

イ 加算部分 

基準日の翌日に加入員の資格を喪失した場合に支給されることとなる老齢給付の

額又は脱退一時金の額に当該基準日の翌日における加入員の年齢に応じて定めた次

の率を乗じた給付とする。 

加入員の年齢に応じて定めた率＝１／（１＋Ａ）
Ｂ

 

Ａ  基準日の翌日に加入員の資格を喪失した場合に適用される第４８条の２第３

項に定める利息付与率 

Ｂ  基準日の翌日から年金受給開始までの年数 

ただし、Ｂに年未満の端数がある場合には、次のとおりとする。 

加入員の年齢に応じて定めた率 

＝Ｃ年の率＋｛（Ｃ＋１）年の率－Ｃ年の率｝×Ｄ／１２ 

Ｃ  Ｂを切捨てた年数 

Ｄ  Ｂの端数月数 

また、基準日の翌日に年金の受給資格が得られる者であって、当該給付として年

金給付もしくは一時金給付のいずれか一方の選択ができる場合にあっては、基準日

における現価相当額が高い方の給付とする。 

３ 前項の標準的な退職年齢は６２歳とする。 

４  第２項第２号イの最低保全給付の算出にあたっては、基準日後の利息付与率は基準日



40 

の翌日に加入員の資格を喪失した場合に適用される利息付与率により算出する。 

５ 第１項の最低積立基準額は、基金令第３９条の３第２項及び第３項に定めるところに

より算定した額とする。 

（最低責任準備金の前納） 

第１０１条の３ この基金は、法附則第３２条第１項の認可を受けたときは、平成２５年

改正法附則第１０条第１項の規定により、最低責任準備金の全部又は一部を政府に納付

（以下「前納」という。）することができる。 

２ 前項の規定による前納は、法附則第３２条第１項の認可の日以後、法第１４５条第２

項の認可の日若しくは改正前確定給付企業年金法第１１１条第２項の承認の日又は改正

前確定給付企業年金法第１１２条第１項の認可の日までに行う。 

３ 前２項の規定により前納した額の合計額は、平成２６年経過措置政令第７条に規定す

る要件を満たすものとする。 

４ この基金（法第１４５条第１項の規定により解散した場合又は改正前確定給付企業年

金法第１１１条第３項により解散したとみなされた場合は法第１４６条の２により存続

するとみなされた基金、改正前確定給付企業年金法第１１２条第４項の規定により消滅

した場合は同項の規定によりこの基金の権利義務を承継した確定給付企業年金法第３条

第１項第２号に規定する企業年金基金）は、前納した額の合計額が平成２５年改正法附

則第８条に定める責任準備金相当額又は改正前確定給付企業年金法第１１３条第１項の

規定により政府が徴収することとなった責任準備金に相当する額を上回った場合には、

平成２６年経過措置政令第８条の規定により、政府から当該上回った額の還付を受ける

ことができる。 

（積立不足額の一括徴収） 

第１０１条の４ 前納後の年金給付等積立金の額が給付に充てる額に不足することが見込

まれる場合にあっては、その事業年度中の給付に要する費用に充当するため、特別掛金

として一括徴収する。 

２ 前項に規定する不足額の徴収は、当該不足額を設立事業所の加入員の報酬標準給与の

月額に応じて按分した額を、設立事業所の事業主が負担することにより行うものとする。 

３ 前項に定めるところにより、この基金が不足額の納入の告知をしたときは、設立事業

所の事業主は、納入の告知の日から１０日以内に当該不足額を納付しなければならない。 

（残余財産の分配） 

第１０２条 この基金が解散した場合において、この基金の債務を弁済した後に残余財産

があるときは、清算人は、これを解散した日において、この基金が給付の支給に関する

義務を負っていた者（以下「受給権者等」という。）に分配しなければならない。 
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２ 前項の分配にあたっては、次の各号に掲げる者に応じ、それぞれ当該各号に定める額

（以下この条において「残余財産按分基準額」という。）を算定するものとする。 

（１）解散した日において加算適用加入員である者  基金が存続し解散日の翌日に加入

員の資格を喪失したと仮定したときに基金から支給されることになる脱退一時金相当

額又は選択一時金相当額（附則第１４条の規定にかかわらず、解散日の翌日に選択一

時金の請求をしたと仮定したときに算定される選択一時金相当額をいう。） 

（２）解散した日において加算年金受給者又は加算年金受給待期者である者  解散日の

翌日に選択一時金の請求をしたと仮定したときに基金から支給されることになる選択

一時金相当額（附則第１４条の規定にかかわらず、解散日の翌日に選択一時金の請求

をしたと仮定したときに算定される選択一時金相当額をいう。） 

（３）上記以外の受給権者等である者  ０円 

３ 第１項の分配は、残余財産按分基準額に基づき行うものとし、その分配額は、残余財

産の額に、第１号に掲げる額を第２号に掲げる額で除した率を乗じて得た額とする。 

（１）各々の受給権者等の残余財産按分基準額 

（２）すべての受給権者等に係る残余財産按分基準額の総額 

４ この基金は、受給権者等から申出があった場合は、当該受給権者等に分配すべき残余

財産の全部又は一部を連合会に移換する。 

５ 前項の移換は、当該受給権者等に残余財産の取扱いに関し通知したうえで行うものと

する。 

（残余財産の確定給付企業年金への交付） 

第１０２条の２ この基金が解散した場合において、設立事業所の事業主は、当該設立事

業所又は当該設立事業所の一部（平成２６年経過措置政令第４０条に定める場合に限

る。）が確定給付企業年金の実施事業所（確定給付企業年金法第４条第１号に規定する

実施事業所をいう。以下この項において同じ。）となっている場合又は実施事業所とな

る場合であって、当該確定給付企業年金の規約において、あらかじめ、この基金から残

余財産の交付を受けることができる旨が定められているときは、この基金に、当該設立

事業所に使用される解散基金加入員等（平成２５年改正法附則第３５条第１項に規定す

る解散基金加入員等をいう。以下この条において同じ。）に分配すべき残余財産の当該

確定給付企業年金の資産管理運用機関等（確定給付企業年金法第３０条第３項に規定す

る資産管理運用機関等をいう。以下同じ。）への交付を申し出ることができる。 

２ この基金は、前項の申出があったときは、当該確定給付企業年金の事業主等（確定給

付企業年金法第２９条第１項に規定する事業主等をいう。以下同じ。）に、平成２５年

改正法附則第３５条第１項に規定する残余財産の交付の申出を行い、当該確定給付企業
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年金の資産管理運用機関等に当該申出に係る残余財産を交付するものとする。 

３ 当該確定給付企業年金の資産管理運用機関等が前項の規定による残余財産の交付を受

けたときは、平成２５年改正法附則第３５条第３項の規定に基づき、前条の規定の適用

については、当該残余財産は、当該解散基金加入員等に分配されたものとみなす。 

４ この基金は、第１項の申出により交付を受けることとなる確定給付企業年金の事業主

等から、この基金の資産の一部を清算の結了前に仮交付を受けることの申出があったと

きは、厚生年金基金の解散及び移行認可について（平成９年３月３１日年発第１６８２

号）別紙第五－二（１）に定める額を上限としてこの基金が定める額を、当該確定給付

企業年金の資産管理運用機関等に仮交付することができる。 

５ 前項の規定に基づく仮交付の額が当該確定給付企業年金に交付すべき残余財産の確定

額を上回る場合には、この基金は、当該確定給付企業年金の資産管理運用機関等から清

算の目的の範囲内において当該上回る額の返還を受けるものとする。 

（残余財産の独立行政法人勤労者退職金共済機構への交付） 

第１０２条の３ この基金が解散した場合において、設立事業所の事業主（当該事業主が

中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）第２条第１項に規定する中小企業

者である場合に限る。以下この条において同じ。）は、当該設立事業所がその雇用する

解散基金加入員（平成２５年改正法附則第３６条第１項に規定する解散基金加入員をい

う。以下この条において同じ。）を中小企業退職金共済法第２条第７項に規定する被共

済者として同条第３項に規定する退職金共済契約（以下この条において単に「退職金共

済契約」という。）を締結した場合には、この基金に、当該退職金共済契約の被共済者

となった解散基金加入員に分配すべき残余財産のうち被共済者持分額（平成２５年改正

法附則第３６条第１項に規定する被共済者持分額をいう。）の範囲内の額の交付を申し

出ることができる。 

２ この基金は、前項の申出があったときは、独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下

この条において「機構」という。）に、平成２５年改正法附則第３６条第１項に規定す

る残余財産の交付の申出を行い、機構に当該申出に係る残余財産を交付するものとする。

この場合において、第１０２条第１項、第４項及び第５項中「残余財産」とあるのは、

「残余財産（平成２５年改正法附則第３６条第１項の規定による申出に従い交付された

ものを除く。）」と、同条第２項中「算定するものとする。」とあるのは、「算定した

額から平成２５年改正法附則第３６条第１項の規定による申出に従い交付された額を控

除した額とする。」と読み替えて当該規定を適用するものとする。 

３ 第１項の規定は、設立事業所の事業主がその雇用する解散基金加入員を被共済者とす

る退職金共済契約を当該解散する前から引き続き締結している場合について準用する。
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この場合において、同項中「被共済者として」とあるのは、「被共済者とする」と、「締

結した」とあるのは、「当該解散する前から引き続き締結している」と、「被共済者と

なった」とあるのは、「被共済者である」と読み替えるものとし、同項及び前項中「平

成２５年改正法附則第３６条第１項」とあるのは、「平成２５年改正法附則第３６条第

７項において準用する同条第１項」と読み替えるものとする。 

（残余財産の企業型年金の資産管理機関への移換） 

第１０２条の４ この基金が解散した場合において、設立事業所の事業主は、この基金に、

当該事業主が実施する企業型年金（確定拠出年金法第２条第２項に規定する企業型年金

をいう。以下同じ。）における当該事業所に使用される被保険者の個人別管理資産（確

定拠出年金法第２条第１２項に規定する個人別管理資産をいう。以下同じ。）に充てる

ために、当該残余財産を当該企業型年金の資産管理機関（確定拠出年金法第２条第７項

第１号ロに規定する資産管理機関をいう。以下同じ。）に移換することを申し出ること

ができる。 

２ この基金は、前項の申出があったときは、当該企業型年金の資産管理機関に当該申出

に係る残余財産を移換するものとする。この場合において、第１０２条第１項、第４項

及び第５項中「残余財産」とあるのは、「残余財産（法第１４４条の５第４項の規定に

より移換されたものを除く。）」と、同条第２項中「算定するものとする。」とあるの

は、「算定した額から法第１４４条の５第４項の規定により移換された額を控除した額

とする。」と読み替えて当該規定を適用するものとする。 

３ 前項の規定による残余財産の移換は、次に定めるところにより行うものとする。 

（１）残余財産のうち、平成２５年改正法附則第３４条第４項の規定により、同項に規定

する者に分配されるべき額をその者の個人別管理資産に充てるものであること。 

（２）残余財産の移換に係る平成２５年改正法附則第３４条第４項に規定する者の範囲及

び個人別管理資産に充てる額の算定方法は次のア及びイに定めるとおりとする。 

ア 平成２５年改正法附則第３４条第４項に規定する者の範囲 

基金の加入員のうち、残余財産を移換する日において、当該設立事業所の事業

主が実施する企業型年金の加入対象者（残余財産を移換する日までに加入者の資

格を喪失した者であって残余財産が未移換である者を含む。）とする。ただし、

当該加入対象者のうち、移換を希望しない者については、当該移換を行わないこ

とができる。 

イ 個人別管理資産に充てる額の算定方法 

前項の規定による読み替えは適用せずに、第１０２条第２項の規定により算出

した額とする。 
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（通 知） 

第１０３条 清算人は、残余財産を分配しようとするときは、受給権者等に次に掲げる事

項を通知しなければならない。 

（１）分配金の額 

（２）分配金の支払の方法 

２ 清算人は、受給権者等の所在が明らかでないため前項の通知をすることができないと

きは、前項の通知に代えて、前項各号に掲げる事項を公告しなければならない。 

 

 

第１３章 雑 則 

 

（時 効） 

第１０４条 掛金及び徴収金を徴収し又はその還付を受ける権利は、２年を経過したとき、

給付を受ける権利は、５年を経過したときは、時効によって消滅する。 

２ 第１種退職年金及び第２種退職年金を受ける権利の時効は、当該年金がその全額につ

き支給を停止されている間は、進行しない。 

３ 掛金及び徴収金の納入の告知又は法第１４１条第１項において準用する法第８６条第

１項の規定による督促は、民法第１５３条の規定にかかわらず、時効中断の効力を有す

る。 

（給付の制限） 

第１０５条 設立事業所において懲戒解雇に該当したため、加入員でなくなった者につい

ては、第１種退職年金のうち加算年金額に相当する部分又は脱退一時金は、その全部又

は一部の支給を行わないことができるものとする。 

２ 遺族一時金は、加入員又は加入員であった者を故意に死亡させた者には支給しない。

加入員又は加入員であった者の死亡前に、その者の死亡によって遺族一時金の受給権者

となるべき者を故意に死亡させた者にも同様とする。 

３ 遺族一時金は、加入員又は加入員であった者が自己の故意の犯罪行為により死亡した

ときは、その全部又は一部の支給を行わないことができるものとする。 

（法第７５条適用期間） 

第１０５条の２ この基金は、掛金を徴収することができなかった期間のうち、厚生年金保

険被保険者期間において法第７５条を適用することとされた期間にあっては、当該期間

について給付を行わないことができるものとする。 

（不服申立て） 
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第１０６条 標準給与、若しくは年金給付、若しくは一時金たる給付に関する処分、又は

掛金その他徴収金の賦課、若しくは徴収の処分、若しくは法第１４１条第１項において

準用する法第８６条の規定による処分に不服のある者については、法第６章に定める不

服申立ての規定を準用する。この場合において、法第９１条の３中「第９０条第１項又

は第９１条第１項」とあるのは「平成２５年改正法附則第８４条において準用する第９

０条第１項又は第９１条第１校」と読み替えるものとする。 

（還元融資） 

第１０７条 事業主及びこの基金は、加入員の福祉の増進に資するため、この基金の保険

契約及び信託契約に係る資産についてその総額の４分の１に相当する額を上回らない額

を、別に定めるところにより、還元融資として貸付を受けることができるものとする。 

（連合会への加入） 

第１０８条 この基金は、連合会に加入するものとする。 

第１０９条 削除 

（実施規程） 

第１１０条 この規約に特別の規定があるものを除くほか、この規約の実施のための手続、

その他執行について必要な規程は、代議員会の議決を経て別に定める。 

（業務概況の周知） 

第１１１条 この基金は、基金規則第５６条の２で定めるところにより、この基金の業務

の概況について、加入員及び加入員以外の者であってこの基金が年金給付及び一時金た

る給付の支給に関する義務を負っているものに周知させなければならない。 

（基金分割時又は権利義務移転時の資産分割） 

第１１２条 この基金が、次の各号に掲げる分割又は権利義務移転（以下この条において

「権利義務移転等」という。）のいずれかを行う場合にあっては、この基金はその資産（法

第１３６条の２に規定する年金給付等積立金をいう。以下同じ。）のうち、当該権利義務

移転等を行う者に係る資産を移換するものとする。 

（１）基金分割 

（２）他の厚生年金基金への権利義務移転（法第１４４条の２第１項に規定する政令で定

める場合を除く。） 

（３）確定給付企業年金への権利義務移転（改正前確定給付企業年金法第１１０条の２第

１項に規定する政令で定める場合を除く。） 

２ 前項の当該権利義務移転等を行う者に係る資産の額（確定給付企業年金への権利義務

移転の場合は、資産から最低責任準備金を控除した額。以下この条において同じ。）は、

当該権利義務移転等の日の前日における資産の額に、第１号に掲げる額を第２号に掲げ
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る額で除して得た率を乗じて得た額とする。 

（１）前年度（当該権利義務移転等の日の属する月が４月から９月までの場合においては

前々年度をいう。以下この条において同じ。）の決算基準日（当該権利義務移転等の日の

属する月が４月から９月までの場合においては、前々年度の決算基準日から起算して１

年未満の日を計算基準日として財政計算が実施された場合は、その基準日。以下この条

において同じ。）における、当該権利義務移転等に係る加入員（加入員である年金受給者

を除く。以下この条において同じ。）、年金受給者及び受給待期脱退者の数理債務と、最

低責任準備金（この基金の最低責任準備金に、当該権利義務移転等に係る加入員、年金

受給者及び受給待期脱退者の過去期間代行給付現価をこの基金の過去期間代行給付現価

で除して得た率を乗じて得た額とし、確定給付企業年金への権利義務移転の場合は０と

する。）の合計額 

（２）前年度の決算基準日におけるこの基金の数理債務と、最低責任準備金（確定給付企

業年金への権利義務移転の場合は０とする。）の合計額 
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附 則 

 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成４年７月１日から施行する。 

（標準給与に関する経過措置） 

第２条 この基金が成立した日において、この基金の成立と同時に加入員の資格を取得し

た者については、その資格の取得に関し第４８条の規定による標準給与の決定を行わず、

平成４年７月における厚生年金保険の標準報酬月額を、その者の同年同月における標準給

与月額とする。 

（給付に関する経過措置） 

第３条 大正１５年４月１日以前に生まれた者、及び昭和６１年４月１日前に支給事由の

生じた国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号。以下「改正法」と

いう。）第３条の規定による改正前の厚生年金保険法（以下「旧厚生年金保険法」という。）

による老齢年金、改正法第５条の規定による改正前の船員保険法による老齢年金、若しく

は施行日の前日において法律によって組織された共済組合が支給する退職年金（同日にお

いては、この規約第５１条第１項中「１０００分の７．６（別表第２の左欄に掲げる者に

ついては同表の右欄のように読み替えるものとする。）」を「１０００分の１０．１」に、

第５７条第３項第２号中「法附則第８条の規定による老齢厚生年金、又は法附則第２８条

の３の規定による特例老齢年金（以下「特例支給の老齢厚生年金等」という。）」を「旧厚

生年金保険法による老齢年金、通算老齢年金、又は特例老齢年金」に、第５９条第２項、

第６０条第３号、第６１条第３項第２号及び第６３条第２項中「特例支給の老齢厚生年金

等」を「旧厚生年金保険法による老齢年金、通算老齢年金、又は特例老齢年金」に、それ

ぞれ読み替えるものとし、第６０条第２号、及び第４号はこれを適用しないものとする。 

（再計算に関する経過措置） 

第４条 第９６条の規定にかかわらず、この基金の設立後最初の掛金の額の再計算は、少

なくとも３年後に行うものとする。 

（選択一時金に関する経過措置） 

第５条 この基金は、当分の間、次条及び附則第１０条に定めるところにより、選択一時

金の支給を行うものとする。 

（選択一時金の支給） 

第６条 選択一時金は、加算適用加入員又は加算適用加入員であった者が、次の各号のい

ずれかに該当する場合に、その者に支給する。 
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（１）第５６条に規定する加算適用加入員期間を満たしている者が、加算適用加入員の資

格を喪失した後、同条に規定する年齢に達するまでの間に選択一時金を請求したとき。 

（２）第１種退職年金の受給権を有する者が、第１種退職年金のうち加算年金額に相当す

る部分の支給期間が２０年に達するまでの間に選択一時金を請求したとき。 

２ 前項による選択一時金の請求は、加算年金額に相当する部分について、次のいずれか

の割合で１回に限り行うことができる。 

（１）４分の４ 

（２）４分の３ 

（３）４分の２ 

（４）４分の１ 

（選択一時金の額） 

第７条 選択一時金の額は、次の各号の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる額に前条

第２項の規定により選択一時金を請求した割合を乗じて得た額とする。 

（１）前条第１項第１号に該当する場合 

選択一時金の請求をしたときにおける個人別勘定残高（１００円未満の端数は１０

０円に切り上げる。） 

（２）前条第１項第２号に該当する場合 

第１種退職年金の額のうち加算年金額に相当する額に、残余保証期間に応じ、別表

第７に定める率を乗じて得た額 

２ 選択一時金の請求をしたときの残余保証期間に１年未満(月単位)の端数がある場合に

おける選択一時金の額の算出にあたっては、別表第７に掲げる算式によって算出した率

を用いて、前項の規定に基づき算出した額とする。 

（第１種退職年金の特例） 

第８条 選択一時金の支給を受けた場合における第１種退職年金の額は、第５７条第 1 項

の規定にかかわらず、附則第６条第２項の規定により選択一時金を請求した次の割合に応

じ、それぞれ当該各号に掲げる額とする。 

（１）選択割合が４分の４の場合 

基本年金額に相当する額 

（２）選択割合が４分の３の場合 

基本年金額に相当する額と加算年金額に相当する額に４分の１を乗じて得た額との

合算額 

（３）選択割合が４分の２の場合 

基本年金額に相当する額と加算年金額に相当する額に４分の２を乗じて得た額との
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合算額 

（４）選択割合が４分の１の場合 

基本年金額に相当する額と加算年金額に相当する額に４分の３を乗じて得た額との

合算額 

（選択一時金の支給の効果） 

第９条 選択一時金の支給を受けた者が、再びこの基金の加入員の資格を取得したときは、

その者に係る第１種退職年金のうち加算年金額に相当する部分、遺族一時金又は脱退一時

金の支給要件の判定及び給付の額の算定にあたっては、既に支給を受けた選択一時金の計

算の基礎となった再加入前の加入員期間は、加入員でなかったものとみなす。 

（経過遺族一時金又は経過脱退一時金） 

第１０条 この基金が成立した日において、加入員の資格を取得した者については、第６

４条又は第６７条の規定にかかわらず、５５歳に達した日以後において加入員期間３年

未満で加入員の資格を喪失したときは、経過遺族一時金又は経過脱退一時金を支給する。

ただし、第４３条第５号に該当したため資格を喪失した者であって、その資格の喪失し

た事実があった日に第４２条第４号に該当するに至った場合は、この限りでない。 

２ 前項の経過遺族一時金又は経過脱退一時金の額は、加入員であった全期間の平均標準

給与月額に、加入員期間に応じ、別表第１０に定める率を乗じて得た額とする。 

３ 第１項に該当し、加入員期間に１年未満の端数がある場合における経過遺族一時金又

は経過脱退一時金の額の算出にあたっては、別表第１０に掲げる算式によって算出した

率を用いて、前項の規定に基づき算出した額とする。 

４ 第１項の規定により経過脱退一時金の支給を受けた者が、再びこの基金の加入員の資

格を取得したときは、その者については第１項の規定を適用しない。 

５ 経過脱退一時金の計算の基礎となった加入員期間については、第６９条の規定を準用

する。 

６ 経過遺族一時金又は経過脱退一時金の支給にあたっては、第１０５条の規定を準用す

る。 

（特例掛金） 

第１１条 この基金は、第８２条、第８３条及び第８７条に規定する掛金のほか、第７９

条に規定する保険契約及び信託契約の実施に要する費用に充てるため、特例掛金を徴収

することができる。 

２ 前項の特例掛金の額及び負担方法については、代議員会の議決を経て別に定める。 

（脱退及び減少事業所に係る債務及び不足金の一括徴収） 

第１２条 この基金は、この基金の設立事業所が設立事業所でなくなるとき（破産手続き
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開始を申し立て又は申し立てられた場合を含み、合併等により設立事業所でなくなる事

業主の事業及び権利義務を継承する事業主が、引き続きこの基金の設立事業所の事業主

として存続する場合を除く。）、及びこの基金の設立事業所の事業主が、分割又は事業の

譲渡により他の設立事業所の事業主以外の事業主にその事業の全部又は一部を承継させ

るとき、又はこの基金の設立事業所以外の事業所への加入員の転籍、その他これに準じ

ることを行い転籍のための加入員の一部を脱退させるとき（以下この条において「脱退

及び減少」という。）は、給付に要する費用に充てるため、当該脱退及び減少する設立事

業所（以下この条において「脱退及び減少事業所」という。）の脱退及び減少する加入員

に係る第３項各号に定める債務及び不足金を脱退及び減少事業所の事業主から徴収する

ものとし、当該脱退及び減少事業所の事業主に対し、脱退及び減少時の特別掛金として

納入の告知を行う。 

２  脱退及び減少事業所の事業主は、前項の規定により納入告知された脱退及び減少時の

特別掛金について、脱退及び減少する日までに、この基金に一括して納付しなければな

らない。ただし、脱退及び減少する事実の判明が遅れたことにより納入告知が脱退及び

減少する日後となった場合は、この限りでない。 

３  第１項の債務及び不足金の額は、次の各号に定める額の合計額とする。 

（１）前年度（脱退及び減少する日の属する月が４月から９月までの場合においては前々

年度をいう。以下この条において同じ。）の決算基準日（脱退及び減少する日の属する

月が４月から９月までの場合においては、前々年度の決算基準日から起算して１年未

満の日を計算基準日として財政計算が実施された場合は、その基準日。以下この条に

おいて同じ。）における特別掛金収入現価の額を、前年度の決算基準日における各事業

所毎の報酬標準給与の月額の合計額（脱退及び減少事業所の報酬標準給与の月額の合

計額については、当該脱退及び減少事業所の脱退及び減少する加入員に係る報酬標準

給与の月額の合計額とし、引き続きこの基金の加入員である者の報酬標準給与の月額

を除く。以下この条において同じ。）に応じて按分して得た額に、前年度の決算基準日

における残余償却月数に対する、当該脱退及び減少事業所の脱退及び減少日における

残余償却月数の割合を乗じて得た額 

（２）次のアに掲げる額から、次のイに掲げる額を控除した額を、前年度の決算基準日に

おける各事業所毎の報酬標準給与の月額の合計額に応じて按分して得た額（ただし、

負となる場合は０とする。） 

ア 前年度の決算基準日において全設立事業所が設立事業所でなくなる場合に加入

員が受けることになる代行部分を除く給付の現価 

イ 前年度の決算基準日における数理債務の額から特例掛金等収入現価の額（次回
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の財政再計算までに発生が見込まれる積立不足の償却のための特例掛金の掛金収

入現価を除く。）を控除した額 

（３）前年度の決算基準日における数理上不足額（数理上資産額が責任準備金の額を下回

る額をいう。）を、前年度の決算基準日における各事業所毎の報酬標準給与の月額の合

計額に応じて按分して得た額 

（４）前年度の決算基準日における資産評価調整加算額を、前年度の決算基準日における

各事業所毎の報酬標準給与の月額の合計額に応じて按分して得た額 

第１３条 削除 

（選択一時金に関する特例措置） 

第１４条 附則第５条の規定による選択一時金の支給については、同条の規定にかかわら

ず適用しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、附則第１２条の規定による脱退及び減少時の特別掛金を一

括納付した脱退及び減少事業所が脱退及び減少する日に、当該脱退及び減少事業所の加

入員の資格を喪失した者については、附則第５条の規定による選択一時金の支給を行う

ことができるものとする。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は平成７年４月１日から施行する。 

（支給停止に関する経過措置） 

第２条 当分の間、加入員である第１種退職年金の受給権者のうち、特例支給の老齢厚生

年金等の受給権を有する者又は繰上げ支給の老齢厚生年金の受給権を有する者について

は、その者が６５歳未満である間は、第５９条第２項の規定にかかわらず、法附則第７条

の６第５項の各号、法附則第１３条第４項の各号（第３号及び第４号を除く）又は法附則

第１３条の７第５項の各号（第２号を除く）に規定する支給を停止することができる額が、

基本年金額に相当する額に満たないときは、基本年金額に相当する部分の支給の停止は行

わない。 

２ 前項の規定は、加入員である第２種退職年金の受給権者のうち、特例支給の老齢厚生

年金等の受給権を有する者又は繰上げ支給の老齢厚生年金の受給権を有する者について

準用する。この場合において、前項中「第１種退職年金」とあるのは「第２種退職年金」

と、「第５９条第２項」とあるのは「第６３条第２項」と、「基本年金額に相当する額」

とあるのは「第２種退職年金の額に相当する額」と、「基本年金額に相当する部分」とあ

るのは「第２種退職年金の額に相当する部分」と、それぞれ読み替えるものとする。 

第３条 この規約による改正後の関東卸商業団地厚生年金基金規約（以下「基金規約」と

いう。）の第１種退職年金又は第２種退職年金（以下「退職年金等」という。）の受給権者

（昭和１０年４月１日以前に生まれた者に限る。）については、この規約は適用しない。

ただし、その者の標準給与の月額が２４０，０００円を超えるときは、この限りでない。 

第４条 平成７年４月１日前においてこの規約による改正前の基金規約の退職年金等の受

給権を有していた者については、この規約は適用しない。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成１１年４月１日から施行する。 

（標準給与に関する経過措置） 

第２条 この基金が北日本卸商業団地厚生年金基金、中日本卸商業団地厚生年金基金、中

国四国卸商業団地厚生年金基金、及び九州卸商業団地厚生年金基金（以下「旧基金」とい

う。）と合併した日（以下「合併日」という。）において、旧基金から引き継がれた加入員

については、その資格の取得に関し、第４８条の規定による標準給与の決定を行わず、平
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成１１年４月における厚生年金保険の標準報酬月額を、その者の同年同月における標準給

与月額とする。 

（加入員期間に関する経過措置） 

第３条 合併日において旧基金から引き継がれた加入員の加入員期間の計算については、

第４５条の規定にかかわらず、旧基金における加入員期間を、この基金の加入員期間に通

算するものとする。 

（掛金に関する経過措置） 

第４条 旧基金の平成１１年３月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率

及び負担割合）により、この基金が徴収する。 

（給付の負担割合に関する経過措置） 

第５条 この規約変更の施行日の属する事業年度について、改正後の第７９条を適用する

場合においては、同条第４項第１号及び第５項第１号中「当該契約」とあるのは「旧基金

を加えた当該契約」とする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は平成１１年５月２５日から施行し、平成１１年２月２８日から適用す

る。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成１２年４月１日から施行する。 

（育児休業期間中の加入員に関する経過措置） 

第２条 平成１２年４月１日前にこの規約による改正前の第８４条の２の規定に基づく申

出をした者であって、同月末日以後に育児休業が終了するものについては、同月１日にこ

の規約による改正後の第８４条の２の規定に基づく申出があったものとみなして、同条の

規定を適用する。 

（掛金に関する経過措置） 

第３条 平成１２年３月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（育児休業期間中

の加入員の特例）による。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成１２年４月１日から施行する。 

（年金額に関する経過措置） 

第２条 平成１２年４月１日前においてこの規約による改正前の基金規約の第１種退職年

金又は第２種退職年金（以下「退職年金等」という。）の受給権を有していた者に支給す

る当該退職年金等の額については、なお従前の例による。 

２ 平成１２年３月以前の月に係るこの規約による改正前の基金規約の退職年金等であっ

て、同年４月１日においてまだ支給されていないものについては、なお従前の例による。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成１２年１０月１日から施行する。 

（標準給与に関する経過措置） 

第２条 平成１２年１０月１日前にこの基金の加入員の資格を取得し、同日まで引き続き

加入員の資格を有する者のうち平成１２年７月１日から同年９月３０日までの間にこの

基金の加入員の資格を取得した者又は厚生年金保険法第２３条第１項の規定により同年

８月若しくは９月から標準給与が改定された者であって、同年同月の標準給与の月額が９

２,０００円であるもの又は５９０,０００円であるもの（当該標準給与の月額の基礎とな

った給与の月額が６０５,０００円未満であるものを除く。）の標準給与は、当該標準給与

の月額の基礎となった給与の月額を国民年金法等の一部を改正する法律（平成１２年法律

第１８号）第４条による改正後の厚生年金保険法第２０条の規定の例により標準給与の基

礎となる給与月額とみなして改正する。 

２ 前項の規定により改定された標準給与は、平成１２年１０月から平成１３年９月まで

の各月の標準給与とする。 

（掛金に関する経過措置） 

第３条 平成１２年９月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（給与の月額の算

定方法並びに標準給与の決定及び改定の方法）による。 

 

 

附 則 
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（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成１４年３月１日から適用する。 

（掛金に関する経過措置） 

第２条 平成１４年２月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負担

割合）による。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成１４年４月１日から施行する。 

（加入員の資格に関する経過措置） 

第２条 昭和７年４月２日以後に生まれた者であり、かつ平成１４年３月３１日において

設立事業所に使用される者（加入員でないものに限る。）であって、引き続き同年４月１

日において設立事業所に使用される者は同日に加入員の資格を取得する。 

２ 前項の規定により加入員の資格を取得した者については、その資格取得に関し、第４

８条の規定による標準給与の決定を行わず、平成１４年４月における健康保険法第３条

の規定による標準報酬月額を、その者の同年同月における標準給与月額とする。ただし、

当該標準報酬月額が６２０，０００円を超える場合は、６２０，０００円とする。 

（給付に関する経過措置） 

第３条 平成１４年４月１日において、変更前の規約による給付を受ける権利を有する者

に係る給付の額の計算については、なお従前の例による。 

第４条 削除 

 

 

附 則  

この規約は、平成１４年９月１０日から施行する。 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成１４年９月１０日から適用する。 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成１４年９月１０日から適用する。 

 

 

附 則  
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（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成１５年２月２１日から適用する。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 

（標準給与に関する経過措置） 

第２条 平成１５年４月１日前の各月に係る標準給与については、なお従前の例による。 

２ 第４６条の規定にかかわらず、平成１５年４月１日における加入員の報酬標準給与の

月額は、同月前にこの規約による変更前の規約に基づき決定又は改定した同年３月にお

ける標準給与の月額を用いる。ただし、同年４月から変更前の規約第４８条の規定に基

づき改定する場合は、同条の規定に基づき改定された額を報酬標準給与の月額とする。 

（給付に関する経過措置） 

第３条 平成１５年４月１日前において、この規約による変更前の規約に基づき第１種退

職年金又は第２種退職年金（以下「退職年金等」という。）の給付を受ける権利（以下「受

給権」という。）を有する者の給付については、なお従前の例による。 

２ 加入員期間の全部又は一部が平成１５年４月１日前の期間である者（次項に規定する

者を除く。）が退職年金等の受給権を取得した場合に支給する退職年金等のうち、基本

年金額は、第５１条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる額を合算した額とす

る。 

（１）平成１５年４月１日前の加入員期間について、この規約による変更前の規約により

算定した基本年金額 

（２）平成１５年４月１日以後の加入員期間について、第５１条第１項の規定により算定

した基本年金額 

３ 平成１５年４月１日前において、この規約による変更前の規約による受給権を取得し

た後、同日以後再びこの基金の加入員となった者に係る給付のうち、基本年金額は、第

５１条第１項及び前項の規定にかかわらず、次の各号に定める額を合算した額とする。 

（１）平成１５年４月１日前の加入員期間について、この規約による変更前の規約により

算定した基本年金額 

（２）平成１５年４月１日以後の加入員期間について、第５１条第１項の規定により算定

した基本年金額 

４ 前２項のいずれかに該当する者が法附則第７条の３又は第１３条の４の規定により老
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齢厚生年金の支給の繰上げを請求した場合に、当該者に支給する退職年金等のうち基本

年金額は、当該各項の規定に基づき算定した基本年金額から当該基本年金額に第５１条

第３項に規定する減額率を乗じて得た額を控除した額とする。 

（掛金に関する経過措置） 

第４条 平成１５年３月以前の各月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負

担割合）による。 

（最低保全給付に関する経過措置） 

第５条 附則第３条第２項又は第３項に該当する者であって、第１０１条の２に定める基

準日現在この基金の加入員である者の基本部分の最低保全給付は、同条第２項第２号アの

規定にかかわらず、次の各号に掲げる給付を合算した給付とする。 

（１）平成１５年４月１日前の加入員期間について、この規約による変更前の規約により

算定した年金たる給付 

（２）標準資格喪失日に加入員の資格を喪失した場合の平成１５年４月１日以後の加入員

期間について算定した年金たる給付に、次に掲げる按分率を乗じて得た給付 

按分率＝Ａ／Ｂ 

Ａ 基準日の翌日に加入員の資格を喪失した場合における、平成１５年４月１日以

後の加入員期間の月数 

Ｂ 標準資格喪失日に加入員の資格を喪失した場合における、平成１５年４月１日

以後の加入員期間の月数 

 

 

附  則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、平成１５年１１月１日から施行する。 

（給付に関する経過措置） 

第２条 平成１５年１１月１日前において、現にこの規約による改正前の全国卸商業団地

厚生年金基金規約（以下「改正前の規約」という。）によって給付を受ける権利を有する

者の給付については、なお従前の例による。 

２  平成１５年１１月１日前に加算適用加入員でなくなり、同日以後に改正前の基金規約

による第１種退職年金の支給要件を満たすに至った者については、なお従前の例による。 

（掛金に関する経過措置） 

第３条 平成１５年１０月以前の各月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び

負担割合）による。 
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（個人別勘定残高に関する経過措置） 

第４条 この規約の施行の際における加算適用加入員の個人別勘定残高は、第４８条の２

の規定にかかわらず、平成１５年１０月３１日現在の各々の加算適用加入員の要支給額

（加算適用加入員期間が３年未満の加算適用加入員についても、経過脱退一時金の支給

要件を満たすものとして算出した要支給額）とする。 

（加算適用加入員期間合算に伴う経過措置） 

第５条 平成１５年１１月１日前に加算適用加入員でなくなり、同日以降に再び加算適用

加入員の資格を取得した者の給付については、次の各号に定める取扱いとするものとす

る。 

（１）平成１５年１１月１日前に改正前の規約による第１種退職年金の受給権を有する者 

再加入後の加算適用加入員期間を合算し給付の額を計算するものとし、第１種退職年

金の給付の額の計算については、なお従前の例による。 

（２）平成１５年１１月１日以降、かつ、再加入前に改正前の規約による第１種退職年金

の支給要件を満たすに至った者 

再加入後の加算適用加入員期間を合算し給付の額を計算するものとし、第１種退職

年金の給付の額の計算については、なお従前の例による。 

（３）平成１５年１１月１日以降、かつ、改正前の規約による第１種退職年金の支給要件

を満たす前に再加入した者（第４号、第５号及び第６号に該当する者を除く。） 

再加入後の加算適用加入員期間を合算し給付の額を計算するものとし、第１種退職年

金の給付の額の計算については、なお従前の例による。 

（４）平成１５年１１月１日前に改正前の規約による脱退一時金の受給権を有し、かつ、

当該脱退一時金の支給を受けていない者 

再加入後の加算適用加入員期間を合算し給付の額を計算するものとし、再加入時の個

人別勘定残高は、加算適用加入員の資格を喪失した時点における脱退一時金に相当す

る額に、第４８条の２の規定による利息付与率を乗じて得た額を個人別勘定残高とす

るものとする。ただし、利息付与は平成１５年１１月からとする。 

（５）平成１５年１１月１日前に改正前の規約による脱退一時金の受給権を有しない者 

再加入後の加算適用加入員期間を合算し給付の額を計算するものとし、再加入時の

個人別勘定残高は、加算適用加入員の資格を喪失した時点における経過脱退一時金の

支給要件を満たすものとして算出した経過脱退一時金に相当する額に、第４８条の２

の規定による利息付与率を乗じて得た額を個人別勘定残高とするものとする。ただし、

利息付与は平成１５年１１月からとする。 

（６）平成１５年１１月１日前に改正前の規約による中途脱退者として脱退一時金相当額
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を連合会に交付した者 

再加入後の加算適用加入員期間を合算し給付の額を計算するものとし、再加入時の

個人別勘定残高は、加算適用加入員の資格を喪失した時点における脱退一時金に相当

する額に、第４８条の２の規定による利息付与率を乗じて得た額を個人別勘定残高と

するものとする。ただし、利息付与は平成１５年１１月からとする。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、平成１７年４月１日から施行する。 

（掛金に関する経過措置） 

第２条  平成１７年３月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負担

割合）による。 

 

 

附 則  

 この規約は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則  

 この規約は、認可の日から施行し、平成１６年９月１４日から適用する。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成１７年７月１日から適用する。 

（掛金に関する経過措置） 

第２条  平成１７年６月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負担

割合）による。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

（育児休業等にかかる標準給与の決定及び改定に関する経過措置） 
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第２条  第４８条の規定にかかわらず、法第２３条の２の規定は、平成１７年４月１日以

後に終了した同条第１項に規定する育児休業等（以下「育児休業等」という。）について

適用する。 

２ 第５１条の規定中「（法第２６条第１項の規定により同項に規定する従前標準報酬月額

が当該月の標準報酬月額とみなされた月にあっては、従前標準報酬月額による報酬標準

給与の月額とする。）」については、平成１７年４月以後の報酬標準給与の月額について

適用する。 

（育児休業等期間中の掛金の特例に関する経過措置） 

第３条  平成１７年４月１日前に現にこの規約による変更前の全国卸商業団地厚生年金基

金規約第８２条の２に基づく申出をした加入員については、なお従前の例による。 

２ 平成１７年４月１日前に育児休業等を開始した加入員(前項に該当する者を除く。)につ

いては、「その育児休業等を開始した日」を「平成１７年４月１日」とみなして、この規

約による変更後の全国卸商業団地厚生年金基金規約第８４条の２の規定を適用する。 

第４条  平成１７年４月１日前の月に係る掛金については、なお従前の例による。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

（支給停止に関する経過措置） 

第２条  平成１７年４月１日において、現にこの規約による変更前の全国卸商業団地厚生

年金基金規約により計算された第１種退職年金又は第２種退職年金（以下「退職年金等」

という。）に係る支給停止の額については、この規約による変更後の全国卸商業団地厚生

年金基金規約により計算された退職年金等に係る支給停止の額とする。 

２ 平成１７年４月１日前において、現にこの規約による変更前の全国卸商業団地厚生年

金基金規約により支給する退職年金等であって、同年４月１日においてまだ支給してい

ないものについては、なお従前の例による。 

 

 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成１８年２月１日から適用する。ただし、大阪メ

ルカート（協）は、平成１１年１月２９日から適用する。 
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附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

（掛金に関する経過措置） 

第２条  平成１８年３月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負担

割合）による。 

 

 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

 

 

附  則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成１７年１０月１日（以下「適用日」とい

う。）から適用する。 

（適用日前の中途脱退者に係る経過措置） 

第２条 この規約による変更前の規約第７２条に規定する中途脱退者（平成１７年９月３

０日までに加入員の資格を喪失した者に限る。）の取り扱いについては、なお従前の例に

よる。 

（適用日前の再加入者に係る経過措置） 

第３条 この規約による変更前の規約第７７条に規定する再加入者（平成１７年９月３０

日までに加入員の資格を取得した者に限る。）の取り扱いについては、なお従前の例によ

る。 

（適用日以降の再加入者に係る特例） 

第４条 適用日から認可の日までに再びこの基金の加入員の資格を取得した連合会移換者

は、第７８条の３第２項の規定にかかわらず、同条第１項に規定する連合会からこの基

金への第２種退職年金の支給に関する義務の移転を申し出ることができる。 

２ 前項の申出は平成１８年９月３０日までに行わなければならない。 

 

 

附 則  
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この規約は、認可の日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成１８年１０月１日から適用する。 

（支給要件に関する経過措置） 

第２条  平成１８年１０月１日前にこの基金の加入員の資格を喪失している者にかかるこ

の規約による変更前の規約第６４条及び第６７条の支給要件については、なお従前の例に

よる。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

（掛金に関する経過措置） 

第２条  平成１９年３月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負担

割合）による。 

 

 

附 則  

この規約は、届出の日から施行し、平成１９年３月２０日から適用する。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第７９条第３項第１号イ及び同条第４項第１号イの規定は、

認可の日から施行し、平成１７年１０月１日から適用し、第８８条の２の規定は、認可

の日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

（厚生年金の離婚分割に伴う年金額の変更に関する経過措置） 

第２条 法第７８条の６第１項及び第２項の規定により標準報酬の改定が行われたときで

あって、当該改定される標準報酬が平成１５年４月１日前の期間に係るものである場合
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は、第５１条第２項第１号中「報酬標準給与の月額と賞与標準給与の額」、「報酬標準給

与の月額及び賞与標準給与の額」とあるのはそれぞれ「標準給与の月額」と、「５．４８

１（別表第２の３）」とあるのは「７．１２５（附則別表）」と、同項第２号中「報酬標

準給与の月額と賞与標準給与の額」、「報酬標準給与の月額及び賞与標準給与の額」とあ

るのはそれぞれ「標準給与の月額」と、「５．４８１」とあるのは「７．１２５（附則別

表の左欄に掲げる者については、同表の右欄のように読み替えるものとする。）」と読み

替えて適用するものとする。 

（老齢厚生年金の支給繰下げに伴う支給停止を行う場合の基本年金額に関する経過措置） 

第３条 第１種退職年金又は第２種退職年金の受給権者が法第４４条の３の規定による老

齢厚生年金の支給繰下げの請求をしたときであって、当該受給権者の老齢厚生年金の受

給権を取得した日の属する月の前月までの加入員であった期間の全部又は一部が平成１

５年４月１日前の期間である場合は、改正後の規約第５１条第４項中「第１項及び第２

項の規定」とあるのは「第１項、第２項及び全国卸商業団地厚生年金基金規約の一部を

変更する規約（平成１５年４月２３日認可）附則第３条の規定」と読み替えて適用する

ものとする。 

（支給の繰下げに関する経過措置） 

第４条 平成１９年４月１日において老齢厚生年金の受給権を有する者については、第５

１条第４項の規定は適用しない。 
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 附則別表          生年月日別給付乗率表              

生 年 月 日 乗 率 
 

 昭和  ２年 4 月 1 日までに生まれた者  1000 分の 10.0 
 

 昭和  ２年 4 月 2 日から昭和  ３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.86 
 

 昭和  ３年 4 月 2 日から昭和  ４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.72 
 

 昭和  ４年 4 月 2 日から昭和  ５年 4 月１日までの間に生まれた者  1000 分の 9.58 
 

 昭和  ５年 4 月 2 日から昭和  ６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.44 
 

 昭和  ６年 4 月 2 日から昭和  ７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.31 
 

 昭和  ７年 4 月 2 日から昭和  ８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.17 
 

 昭和  ８年 4 月 2 日から昭和  ９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.04 
 

 昭和  ９年 4 月 2 日から昭和１０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.91 
 

 昭和１０年 4 月 2 日から昭和１１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.79 
 

 昭和１１年 4 月 2 日から昭和１２年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.66 
 

 昭和１２年 4 月 2 日から昭和１３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.54 
 

 昭和１３年 4 月 2 日から昭和１４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.41 
 

 昭和１４年 4 月 2 日から昭和１５年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.29 
 

 昭和１５年 4 月 2 日から昭和１６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.771 
 

 昭和１６年 4 月 2 日から昭和１７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.657 
 

 昭和１７年 4 月 2 日から昭和１８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.543 
 

 昭和１８年 4 月 2 日から昭和１９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.439 
 

 昭和１９年 4 月 2 日から昭和２０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.334 
 

 昭和２０年 4 月 2 日から昭和２１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.230 
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【平成 20 年 3 月 26 日届出  基金が行う業務委託の内容（追加）】 

附 則 

この規約は、平成２０年４月１日から施行する。 

【平成 20 年 4 月 1 日認可 関東信越厚生局発第 0401012 号  協同組合名追加】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成２０年３月２６日から適用する。 

【平成20年6月20日認可 厚生労働省年発0620017号 規約変更錯誤訂正（19年4月施行法改正）】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。ただし、第７９条

第５項第１号イの規定は、認可の日から施行し、平成１７年１０月１日から適用する。 

【平成 20 年 6 月 22 日認可 厚生労働省年発 0622001 号  第 3 号被保険者期間の離婚分割等】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。ただし、第７９条

第１項の規定は、平成１９年９月３０日から適用する。 

【平成 20 年 10 月 23 日認可 関東信越厚生局発第 1023045 号  協同組合名削除】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成２０年４月３０日から適用する。 

【平成 20 年 11 月 26 日届出  準用する法律の変更（清算）】 

附 則 

この規約は、平成２０年１２月１日から施行する。 

【平成 21年 3月 9日認可 関東信越厚生局発第 0309017号  準組合員・賛助会員（事業所の範囲）】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成２１年３月１日から適用する。 

【平成 21 年 3 月 9 日認可 関東信越厚生局発第 0309018 号  協同組合名削除】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成２１年３月１日から適用する。 

【平成22年6月14日認可 厚生労働省発年0614第19号  資産分割方法（分割・権利義務移転時）】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

【平成 22 年 9 月 1 日認可 厚生労働省発年 0901 第 223 号  法第 75条適用期間（記録整備）】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成２２年２月２５日以降に第１０５条の２に規定す

る法第７５条を適用することとされた期間が判明したものについて適用する。 

【平成 22 年 10 月 28 日認可 関厚発 1028 第 23 号  協同組合名変更】 

附 則 

この規約は、認可の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

【平成 23 年 5 月 13 日認可 厚生労働省発年 0513 第 11 号  一括徴収経過措置延長】 
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附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

【平成 23 年 10 月 18 日認可 関厚発 1018 第 20 号  協同組合名削除】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２３年５月３１日から適用する。 

【平成 23 年 11 月 11 日認可 厚生労働省発年 1111 第 16 号  一括徴収対象（加入員減少）】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２３年１０月１日から適用する。 

 

【平成 24 年 3 月 30 日認可 厚生労働省発年 0330 第 97 号  財政再計算・掛金率内訳変更】 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、平成２４年４月１日から施行する。 

（掛金に関する経過措置） 

第２条  平成２４年３月以前の月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負担

割合）による。 

 

【平成 24 年 6 月 28 日認可 厚生労働省発年 0628 第 2 号  仙台卸商基金との合併】 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、平成２４年９月１日から施行する。 

（給付に関する経過措置） 

第２条 平成２４年９月１日前において、合併前の仙台卸商厚生年金基金規約（以下単に

「仙台卸基金規約」という。）によって給付を受ける権利を有する者の給付については、

仙台卸基金規約による従前の例による。ただし、仙台卸基金規約第５５条第３項及び第

４項については同条同項に代えて第５９条第２項を適用し、仙台卸基金規約第５５条第

５項及び第７項については適用しない。 

２ 平成２４年９月１日前に仙台卸基金規約による加入員でなくなり、同日以後に仙台卸

基金規約による第１種退職年金又は第２種退職年金の支給要件を満たすに至った者の給

付については、仙台卸基金規約による従前の例による。ただし、仙台卸基金規約第５５

条第３項及び第４項については同条同項に代えて第５９条第２項を適用し、仙台卸基金

規約第５５条第５項及び第７項については適用しない。なお、この規約の施行の際に６

０歳に達していない者については、第５９条第３項を適用するものとする。 

（掛金に関する経過措置） 
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第３条 平成２４年８月以前の各月に係る仙台卸基金規約による掛金については、仙台卸

基金規約による従前の例（掛金率及び負担割合）による。 

（加入員期間及び加算適用加入員期間に関する経過措置） 

第４条 この規約の施行の際にこの規約の加入員及び加算適用加入員となる仙台卸基金規

約による加入員及び加算適用加入員については、第４５条の規定にかかわらず、仙台卸

基金規約における加入員期間及び加算適用加入員期間とこの規約における加入員期間及

び加算適用加入員期間を合算する。 

（個人別勘定残高に関する経過措置） 

第５条 この規約の施行の際にこの規約の加入員となる仙台卸基金規約による加入員の個

人別勘定残高は、第４８条の２の規定にかかわらず、平成２４年８月３１日現在の各々

の仙台卸基金規約による加入員について、仙台卸基金規約による加入員が平成２４年９

月１日に仙台卸基金規約による加入員の資格を喪失したものとして計算される脱退一時

金又は選択一時金の額（以下「要支給額」という。）に１．７を乗じて得た額とする。た

だし、加入員期間が３年未満の加入員については、仙台卸基金規約附則第１１条に規定

する脱退一時金の支給要件を満たすものとして計算される要支給額に１．７を乗じて得

た額とする。 

（加入員期間合算に伴う経過措置） 

第６条 平成２４年９月１日前に仙台卸基金規約による加入員でなくなり、同日以降に再

びこの基金の加入員の資格を取得した者の給付及び個人別勘定残高については、次の各

号に定める取扱いとするものとする。 

（１）平成２４年９月１日前に仙台卸基金規約による第１種退職年金の受給権を有する者 

仙台卸基金規約における加入員期間とこの規約における加入員期間を合算するもの

とし、第１種退職年金の給付の額の計算については、第２条の規定にかかわらず、当

該加入員期間に基づいて、仙台卸基金規約第４６条の規定により基本年金額及び加算

年金額を、仙台卸基金規約附則第７条の規定により選択一時金の額を、それぞれ計算

する。 

（２）平成２４年９月１日以降、かつ、再加入前に仙台卸基金規約による第１種退職年金

の支給要件を満たすに至った者 

仙台卸基金規約における加入員期間とこの規約における加入員期間を合算するもの

とし、第１種退職年金の給付の額の計算については、第２条の規定にかかわらず、当

該加入員期間に基づいて、仙台卸基金規約第４６条の規定により基本年金額及び加算

年金額を、仙台卸基金規約附則第７条の規定により選択一時金の額を、それぞれ計算

する。 
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（３）平成２４年９月１日以降、かつ、仙台卸基金規約による第１種退職年金の支給要件

を満たす前に再加入した者（第４号及び第５号に該当する者を除く。） 

仙台卸基金規約における加入員期間とこの規約における加入員期間を合算するもの

とし、第１種退職年金の給付の額の計算については、第２条の規定にかかわらず、当

該加入員期間に基づいて、仙台卸基金規約第４６条の規定により基本年金額及び加算

年金額を、仙台卸基金規約附則第７条の規定により選択一時金の額を、それぞれ計算

する。 

（４）平成２４年９月１日前に仙台卸基金規約による脱退一時金の受給権を有し、かつ、

当該脱退一時金の支給を受けていない者 

仙台卸基金規約における加入員期間とこの規約における加入員期間を合算するもの

とし、再加入時の個人別勘定残高は、仙台卸基金規約による加入員の資格を喪失した

時点における要支給額に、平成２４年９月からこの基金に再加入した日の属する月ま

での経過月数に応じた第４８条の２の規定による利息付与率を乗じて得た額とする。 

（５）平成２４年９月１日前に仙台卸基金規約による脱退一時金の受給権を有しない者 

仙台卸基金規約における加入員期間とこの規約における加入員期間を合算するもの

とし、再加入時の個人別勘定残高は０とする。 

（支払期月に関する経過措置） 

第７条 平成２４年９月１日前に仙台卸基金規約による第１種退職年金又は第２種退職年

金の裁定を受けた年金受給者については、第５３条の規定にかかわらず、仙台卸基金規

約第４８条によるものとする。ただし、当該第１種退職年金又は第２種退職年金の額が

改定されたときは、当該年金受給者が同意しない場合を除き第５３条の規定による。 

（基本年金の支給停止に関する経過措置） 

第８条 この規約の施行の際にこの規約による加入員となる仙台卸基金規約による加入員

で、既に６０歳に達している者については、第５９条第３項の規定にかかわらず、基本

年金額に相当する部分の支給の停止は行わない。 

（第２種退職年金の支給要件に関する経過措置） 

第９条 この規約の施行の際にこの規約による加入員となる仙台卸基金規約による加入員

で、既に６０歳に達している者については、第６０条の規定にかかわらず、第２種退職

年金は６５歳に達したときにその者に支給する。 

（加算掛金に関する経過措置） 

第１０条 この規約の施行の際にこの規約の設立事業所となる仙台卸基金規約による設立

事業所については、第８３条に規定する加算標準掛金に加え、平成２４年９月から５年

間、加算部分に係る特別掛金として、加算適用加入員の報酬標準給与の月額に１０００
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分の３を乗じて得た額を事業主が負担する。 

（債務及び不足金の額の一括徴収に関する経過措置） 

第１１条 この規約の施行の際にこの規約の設立事業所となる仙台卸基金規約による設立

事業所については、附則第１２条の規定による債務及び不足金の額の一括徴収の額の計

算において、同条第３項第１号の額は前条の規定による加算部分に係る特別掛金を負担

しない設立事業所とは区分してそれぞれの特別掛金収入現価の額に基づいて計算する。 

２ 平成２４年９月の設立事業所の脱退及び減少については、附則第１２条の規定にかか

わらず、平成２３年３月３１日に合併したとみなし同条第３項各号の額を計算する。 

３ 前項の債務及び不足金の額の計算において、同条第３項第１号の額はこの規約の施行

の際にこの規約の設立事業所となる仙台卸基金規約による設立事業所とそれ以外の設立

事業所とは区分してそれぞれの特別掛金収入現価の額に基づいて計算し、同条第３項第

３号の額はＡＩＪ投資顧問株式会社への委託資産が全額消失したものとみなし繰越不足

金の額に当該資産の額を加算した額に基づいて計算するものとする。 

４ 平成２４年１０月から平成２５年９月までの設立事業所の脱退及び減少については、

附則第１２条の規定にかかわらず、平成２４年３月３１日に合併したとみなし同条第３

項各号の額を計算する。 

５ 前項の債務及び不足金の額の計算において、同条第３項第１号の額はこの規約の施行

の際にこの規約の設立事業所となる仙台卸基金規約による設立事業所とそれ以外の設立

事業所とは区分してそれぞれの特別掛金収入現価の額に基づいて計算するものとする 

 

【平成 24 年 7 月 4 日認可 関厚発 0704 第 23 号  協同組合名削除】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２４年３月３１日から適用する。 

 

【平成 24 年 7 月 25 日認可 厚生労働省発年 0725 第 25 号  一括徴収算定方法変更（合併前）】 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成２４年６月２４日から適用する。 

（脱退及び減少事業所に係る債務及び不足金の一括徴収に関する経過措置） 

第２条  平成２４年６月２４日から平成２４年８月末日までの設立事業所の脱退及び減少

については、附則第１２条の規定による脱退及び減少事業所に係る債務及び不足金の一括

徴収の計算において、同条第３項第３号の額はＡＩＪ投資顧問株式会社への委託資産が全

額消失したものとみなし繰越不足金の額に当該資産の額を加算した額に基づいて計算す

るものとする。 
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【平成 24 年 7 月 25 日認可 厚生労働省発年 0725 第 26 号  一括徴収算定方法（合併後）】 

附 則  

この規約は、平成２４年９月１日から施行する。 

 

【平成 25 年 1 月 15 日認可 厚生労働省発年 0115 第 17 号  掛金名称変更、引用条文（育休）】 

附 則  

（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成２４年１０月１日から適用する。ただし、

第８４条の２第１項中「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律（平成３年法律第７６号）第２条第１号に規定する育児休業又は同法第２３

条第１項の育児休業の制度に準ずる措置による休業（以下単に「育児休業等」という。）」

の「法第２３条の２第１項に規定する育児休業等（以下「育児休業等」という。）」への

変更については、平成２２年６月３０日から適用する。 

（掛金に関する経過措置） 

第２条 平成２４年９月以前の各月に係る掛金については、なお従前の例（掛金率及び負

担割合）による。 

 

【平成 25 年 2 月 27 日届出 企業年金連合会への業務委託（住基ネット情報収集）】 

附 則  

この規約は、平成２５年４月１日から施行する。 

【平成 25 年 3 月 7 日認可 関厚発 0307 第 37 号  資産構成割合の時価による確認】 

附 則  

この規約は、平成２５年４月１日から施行する。 

【平成 25 年 4 月 5 日認可 厚生労働省発年 0405 第 11 号  財政運営基準改正】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２５年３月３１日から適用する。 

【平成 25 年 4 月 10 日認可 厚生労働省発年 0410 第 19 号  現況届一部省略可】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

【平成 25 年 10 月 25 日認可 関厚発 1025 第 99 号  協同組合名削除】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２５年３月３１日から適用する。ただし、北九

州卸商センター（協）は、平成２４年５月３１日から適用する。 

【平成 25 年 10 月 29 日認可 厚生労働省発年 1029 第 27 号  加入員（技能実習生）】 

附 則  

この規約は、平成２５年１１月１日から適用する。ただし、施行日前に加算適用加入員



 

71 

である技能実習生については、なお従前の例による。 

【平成 25年 11月 22日認可 厚生労働省発年 1122第 4号  一括徴収（破産申立）、財政運営基準】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２５年１０月１日から適用する。 

【平成 26 年 3 月 14 日認可 厚生労働省発年 0314 第 6 号  選択一時金停止】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２６年２月２１日から適用する。 

 

【平成 26 年 10 月 2 日認可 厚生労働省発年 1002 第 26 号  平成 26 年 4 月施行・法改正】 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成２６年４月１日（以下「適用日」という。）

から適用する。 

（連合会に関する経過措置） 

第２条 第７４条に規定する連合会は、平成２５年改正法附則第７０条に規定する連合会

の設立までの間、同法附則第３条第１３号に規定する存続連合会とする。 

（連合会からの老齢年金給付の支給に関する義務の承継に関する経過措置） 

第３条 この基金は、平成２５年改正法附則第６２条の規定によりなお効力を有するもの

とされた、改正前厚生年金保険法第１６５条第１項に規定する中途脱退者等（連合会が

支給する老齢年金給付（平成２５年改正法附則第６２条の規定によりなお効力を有する

ものとされた、改正前厚生年金保険法第１６５条第１項に規定する老齢年金給付をいう。

以下この項において同じ。）の受給権を有する者を除く。）が、この基金の加入員の資格

を取得した場合であって、平成２６年３月３１日以前に連合会にこの基金へ老齢年金給

付（この基金の加入員であった期間に係る老齢年金給付に限る。）の支給に関する義務の

移転を申し出たときは、この規約による変更前の全国卸商業団地厚生年金基金規約（以

下「変更前の規約」という。）第７８条の３の規定を適用する。 

２ この基金は、平成２５年改正法附則第５３条第１項に規定する施行前基金中途脱退者

等（連合会が支給する老齢年金給付（平成２５年改正法附則第６１条第１項の規定によ

りなおその効力を有するものとされた、改正前厚生年金保険法第１６０条第５項に規定

する老齢年金給付をいう。以下この項において同じ。）の受給権を有する者を除く。）が、

この基金の加入員の資格を取得した場合であって、平成２６年４月１日以降に連合会に

この基金へ老齢年金給付（この基金の加入員であった期間に係る老齢年金給付に限る。）

の支給に関する義務の移転を申し出たときは、変更前の規約第７８条の３の規定を適用

する。この場合において、同条第４項中「法第１６５条第４項」とあるのは「平成２５
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年改正法附則第５３条第４項」と、同条第５項中「基金令第５２条」とあるのは「平成

２６年経過措置政令第６３条第１号」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の申出は、加入員の資格を取得した日から３月以内に行わなければならない。 

（適用日前の連合会移換者に関する経過措置） 

第４条 変更前の規約第７２条に規定する連合会移換者（平成２６年３月３１日までに加

入員の資格を喪失した者に限る。）は、平成２６年４月１日に連合会移換者でなくなるも

のとし、その取扱いは、この規約による変更後の規定による。 

（産前産後休業にかかる標準給与の決定及び改定に関する経過措置） 

第５条 第４８条の規定にかかわらず、法第２３条の３の規定は、平成２６年４月１日以

後に終了した同条第１項に規定する産前産後休業（以下「産前産後休業」という。）につ

いて適用する。 

２ 第５１条第１項中「（法第２６条第１項の規定により同項に規定する従前標準報酬月額

が当該月の標準報酬月額とみなされた月にあっては、従前標準報酬月額による報酬標準

給与の月額とする。次項において同じ。）」については、平成２６年４月以後の報酬標準

給与の月額について適用する。 

（産前産後休業の期間中の加入員の特例） 

第６条 平成２６年４月１日前に産前産後休業を開始した者については、平成２６年４月

１日を、その産前産後休業を開始したものとみなして、この規約による変更後の全国卸

商業団地厚生年金基金規約（以下「変更後の規約」という。）第８４条の２及び第８６条

の規定を適用する。 

（未支給の給付に関する経過措置） 

第７条 変更後の規約第５４条の規定は、平成２６年４月１日以後に同条第１項に規定す

る受給権者が死亡した場合について適用する。 

（支給の繰下げに関する経過措置） 

第８条 平成２６年４月１日前に法第４４条の３第２項第２号に該当する者にあっては、

第５９条の３第１項中「同項に定める申出があったものとみなされる日」を「平成２６

年４月１日」と読み替えるものとする。 

 

【平成 26 年 10 月 31 日認可 厚生労働省発年 1031 第 20 号  平成 26 年 4 月施行・法改正（追加）】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

【平成 26 年 11 月 7 日認可 厚生労働省発年 1107 第 14 号  解散計画】 

附 則  
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この規約は、認可の日から施行し、平成２６年１０月１日から適用する。 

【平成 27 年 4 月 9 日認可 関厚発 0409 第 21 号  協同組合名削除】 

附 則  

この規約は、認可の日から施行し、平成２６年１０月１日から適用する。 

 

【平成 27 年 6 月 30 日認可 厚生労働省発年 0630 第 33 号  将来返上】 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、法附則第３２条第１項の認可の日から施行する。 

（給付に関する特例） 

第２条 この基金の受給権者（第１種退職年金又は第２種退職年金の受給権者であって、

法附則第３２条第１項の認可の日前の加入員であった期間を有する者に限る。以下この

条において同じ。）が次の各号のいずれかに該当する場合の、当該受給権者に支給する

年金の額は、この規約による変更後の全国卸商業団地厚生年金基金規約（以下「変更後

の基金規約」という。）に基づいて支給される年金の額に、次項に規定する額を加算し

た額とする。ただし、その者が次の各号のいずれにも該当しなくなったときには、本条

を適用せず、該当しなくなった月の翌月から、変更後の基金規約に基づく年金額を改定

する。 

（１）この基金の受給権者が老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老

齢厚生年金等の受給権を有しない場合 

（２）この基金の受給権者が障害厚生年金の受給権を有する者であって、法第３８条第１

項の規定によりその者の老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老

齢厚生年金等の全部の支給が停止されている場合 

（３）この基金の受給権者が遺族厚生年金の受給権を有する者であって、国民年金法等の

一部を改正する法律（平成１６年法律第１０４号）による改正前の法第３８条第１項

の規定によりその者の老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老齢

厚生年金等の全部の支給が停止されている場合 

（４）この基金の受給権者が老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老

齢厚生年金等の受給権を有する者（厚生年金保険の被保険者である者を除く。）であ

って、法附則第７条の４、法附則第１１条の５の規定により読み替えられた法附則第

７条の４又は法附則第１３条の６第３項の規定により読み替えられた法附則第７条の

４の規定によりその者の老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老

齢厚生年金等の全部の支給が停止されている場合 
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（５）この基金の受給権者が、法第３８条の２第１項の規定による支給停止を申し出たこ

とにより、その者の老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老齢厚

生年金等の全額につき支給が停止されている者であって、当該受給権者がこの基金に

支給停止の申出をしていない場合 

（６）この基金の受給権者が遺族厚生年金の受給権を有する者であって、国民年金法等の

一部を改正する法律（平成１６年法律第１０４号）による改正前の法第３８条の２第

１項の規定によりその者の老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の

老齢厚生年金等の２分の１に相当する額の停止が解除されている場合 

（７）この基金の受給権者が厚生年金保険の被保険者（以下「被保険者」という。）であ

るときに、その者の老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老齢厚

生年金等の全部又は一部の支給が停止されている場合 

（８）この基金の受給権者が法第４６条第１項に規定する７０歳以上の使用される者であ

る場合 

２ この基金の受給権者が前項の各号のいずれかに該当する場合にその者の年金の額に加

算する額は、次の各号に定める額とする。 

（１）前項第１号から第５号に該当する場合 

この規約による変更前の全国卸商業団地厚生年金基金規約（以下「変更前の基金規

約」という。）を適用した場合に支給されることとなる年金の額から変更後の基金規

約に基づいて支給される年金の額を控除して得た額 

（２）前項第６号に該当する場合 

前号に規定する額の２分の１に相当する額 

（３）前項第７号に該当する場合 

次のアに掲げる額とイに掲げる額を合算した額からウに掲げる額とエに掲げる額を

合算した額を控除した額 

ア 当該受給権者が被保険者でなかったとした場合に支給されることとなる老齢厚生

年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老齢厚生年金等の額から当該受給

権者が支給を受けている老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の

老齢厚生年金等の額を控除して得た額 

イ 当該受給権者が被保険者でなかったとした場合に支給されることとなるこの基金

の基本年金額のうち法第１３２条第２項に規定する額（法第４４条の３第１項の申

出をした場合にあっては法第１３２条第４項に規定する額とする。以下この条にお

いて「代行相当額」という。）から当該受給権者が支給を受けているこの基金の基

本年金額のうち代行相当額を控除して得た額 
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ウ この基金が法附則第３２条第１項の認可を受けなかったとした場合であって、当

該受給権者が被保険者でなかったとした場合に支給されることとなる老齢厚生年金、

繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老齢厚生年金等の額からこの基金が法附

則第３２条第１項の認可を受けなかったとした場合に当該受給権者に支給されるこ

ととなる老齢厚生年金、繰上げ支給の老齢厚生年金又は特例支給の老齢厚生年金等

の額を控除して得た額 

エ 変更前の基金規約を適用した場合であって、当該受給権者が被保険者でなかった

とした場合に支給されることとなるこの基金の基本年金額のうち代行相当額から変

更前の基金規約を適用した場合に当該受給権者に支給されることとなるこの基金の

基本年金額のうち代行相当額を控除して得た額 

（４）前項第８号に該当する場合 

前号中「被保険者」とあるのを「法第４６条第１項に規定する７０歳以上の使用さ

れる者」に読み替えて同号の規定により算定した額 

（給付に関する経過措置） 

第３条 法附則第３２条第１項の認可の日前に変更前の基金規約に基づく第１種退職年金

又は第２種退職年金を受ける権利を有する者に支給する当該年金給付については、なお

従前の例による。 

（掛金に関する経過措置） 

第４条 法附則第３２条第１項の認可の日の属する月の前月までの月に係る掛金について

は、なお従前の例（掛金率及び負担割合）による。 

（最低保全給付に関する経過措置） 

第５条 加入員期間の全部又は一部が平成１５年４月１日前の期間である者であって、第

１０１条の２に定める基準日現在この基金の加入員である者の基本部分の最低保全給付

は、同条第２項第２号アの規定にかかわらず、次の各号に掲げる給付を合算して得た給

付とする。 

（１）代行年金の額に相当する部分の給付 

次のア及びイに掲げる給付を合算して得た給付 

ア 平成１５年４月１日前の加入員期間に基づく代行年金の額（平成１５年４月１日

前の加入員であった期間の平均標準給与額の１，０００分の７．１２５（附則別表

の左欄に掲げる者については、同表の右欄のように読み替えるものとする。）に相

当する額に、平成１５年４月１日前の加入員であった期間の月数を乗じて得た額（繰

上げ支給の老齢厚生年金を請求した場合は当該乗じて得た額から当該乗じて得た額

に第５１条第３項の規定による減額率を乗じて得た額を減じた額、老齢厚生年金の
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支給繰下げの申出をした場合は当該乗じて得た額と当該乗じて得た額に同条第４項

の規定による増額率を乗じて得た額を加えた額。）をいう。以下この条において同

じ。）に相当する部分の給付 

イ 標準資格喪失日に加入員の資格を喪失したとした場合に支給されることとなる給

付のうち、平成１５年４月１日以降の加入員期間に基づく代行年金の額（平成１５

年４月１日から法附則第３２条第１項の認可の日までの加入員であった期間の平均

標準給与額の１，０００分の５．４８１（別表第２の３の左欄に掲げる者について

は、同表の右欄のように読み替えるものとする。）に相当する額に、平成１５年４

月１日から同項の認可の日までの加入員であった期間の月数を乗じて得た額（繰上

げ支給の老齢厚生年金を請求した場合は当該乗じて得た額から当該乗じて得た額に

第５１条第３項の規定による減額率を乗じて得た額を減じた額、老齢厚生年金の支

給繰下げの申出をした場合は当該乗じて得た額と当該乗じて得た額に同条第４項の

規定による増額率を乗じて得た額を加えた額。）をいう。以下この条において同じ。）

に相当する部分の給付に、以下に定める按分率を乗じて得た給付 

按分率 ＝ Ａ１／Ｂ１ 

Ａ１ 基準日の翌日に加入員の資格を喪失した場合に、代行年金の額の算定に用

いる平成１５年４月１日以降の加入員期間の月数 

Ｂ１ 標準資格喪失日に加入員の資格を喪失した場合に、代行年金の額の算定に

用いる平成１５年４月１日以降の加入員期間の月数 

（２）上乗せ年金額に相当する部分の給付 

次のア及びイに掲げる給付を合算して得た給付 

ア 平成１５年４月１日前の加入員期間に基づく基本年金額から、平成１５年４月１

日前の加入員期間に基づく代行年金の額を控除して得た給付 

イ 標準資格喪失日に加入員の資格を喪失したとした場合に支給されることとなる給

付のうち、平成１５年４月１日以降の加入員期間に基づく基本年金額から、平成１

５年４月１日以降の加入員期間に基づく代行年金の額を控除して得た給付に、以下

に定める按分率を乗じて得た給付 

按分率 ＝ Ａ２／Ｂ２ 

Ａ２ 基準日の翌日に加入員の資格を喪失した場合に、上乗せ年金額の算定に用

いる平成１５年４月１日以降の加入員期間の月数 

Ｂ２ 標準資格喪失日に加入員の資格を喪失した場合に、上乗せ年金額の算定に

用いる平成１５年４月１日以降の加入員期間の月数 

 



 

77 

【平成 27 年 6 月 30 日認可 厚生労働省発年 0710 第 13 号  前納】 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、法附則第３２条第１項の認可の日から施行する。 

（前納） 

第２条 この基金は、第１０１条の３第１項の規定により、政府に 78,000,000,000円を前

納するものとする。 

２ この基金は、第１０１条の３第１項の規定により、前項の規定による前納に加えて、

政府に 1,200,000,000円を前納するものとする。 

 

【平成 27 年 7 月 16 日認可 厚生労働省発年 0716 第 19 号  支払保証事業の規定の削除】 

附 則  

  この規約は、認可の日から施行する。 

【平成 27 年 8 月 7 日認可 厚生労働省発年 0807 第 14 号  前納（追加）】 

附 則  

  この規約は、認可の日から施行し、平成２７年 8 月１日から適用する。 

【平成 27 年 11 月 11 日認可 厚生労働省発年 1111 第 67 号  財政運営基準改正に伴う用語変更】 

附 則  

  この規約は、認可の日から施行し、平成２７年１０月１日から適用する。 

 

【平成 28 年 1 月 26 日認可 厚生労働省発年 0126 第 33 号 被用者年金一元化法施行への対応】 

附 則  

（施行期日） 

第１条  この規約は、認可の日から施行し、平成２７年１０月１日から適用する。 

（年金額の改定に関する経過措置） 

第２条 加入員である者が、平成２７年９月末日にこの規約による変更前の規約第４３条

第２号から第４号までのいずれかに該当した場合にあっては、この規約による変更後の規

約第５３条、第５７条及び第６１条の規定を適用するものとする。 

 

【平成 28 年 3 月 8 日認可 厚生労働省発年 0308 第 25 号 解散後不足金一括徴収】 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成２８年１月２７日から適用する。 

（業務経理不足見込額の徴収） 

第２条 第８７条第４項に規定する業務経理不足見込額の徴収は、当該業務経理不足見込
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額を解散の決議をする代議員会開催日の属する月の前月末日（以下「算出基準日」とい

う。）現在の設立事業所の加入員の報酬標準給与の月額の総額に応じて按分して得た額

を、算出基準日現在の設立事業所の事業主が負担することにより行うものとする。 

２ 前項に規定する業務経理不足見込額は、納入の告知の日から１０日以内に納付しなけ

ればならない。 

 

【平成 28 年 3 月 8 日認可 厚生労働省発年 0308 第 26 号 分配方法変更】 

附 則  

  この規約は、認可の日から施行し、平成２８年１月２７日から適用する。 

 

【平成 28 年 3 月 8 日認可 厚生労働省発年 0308 第 27 号 残余財産交付・移換】 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規約は、認可の日から施行し、平成２８年１月２７日から適用する。 

（残余財産の交付又は移換を行う設立事業所） 

第２条 第１０２条の２第１項、第１０２条の３第１項（同条第３項において準用される

場合を含む。）又は第１０２条の４第１項の規定により、残余財産の交付又は移換を申

し出ることができる設立事業所の事業主は、別表第１－２に掲げる設立事業所の事業主

とする。 

（残余財産の交付又は移換を申し出ることができる期日） 

第３条 第１０２条の２第１項、第１０２条の３第１項（同条第３項において準用される

場合を含む。）及び第１０２条の４第１項の規定により、残余財産の交付又は移換を申

し出ることができる期日は、基金の財産目録等の承認申請日までとする。 

２ 前項の申出がなかった場合は、第１０２条の規定により残余財産の分配を行うことと

する。 

 



 

79 

別表第１－１   協同組合 

 

(協)札幌総合卸センター、 (協)帯広卸売センター、(協)北見綜合卸センター、

(協)旭川流通センター、(協)函館総合卸センター、(協)石狩新港卸センター、(協)

青森総合卸センター、青森卸売業(協)、(協)八戸総合卸センター、(協)八戸流通

センター、弘前流通団地(協)、(協)盛岡卸センター、(協)花巻総合卸センター、

(協)水沢総合卸センター、(協)一関卸センター、(協)秋田卸センター、(協)横手

卸センター、(協)大舘総合卸センター、(協)能代商業卸センター、(協)山形流通

団地、(協)米沢総合卸売センター、(協)酒田流通センター、福島卸商団地(協)、

南東北総合卸センター(協)、(協)須賀川卸センター、会津若松卸商団地(協)、(協)

下館綜合卸センター、(協)土浦総合流通センター、(協)水戸流通センター、(協)

栃木卸センター、宇都宮卸商業団地(協)、宇都宮ビジネスパーク(協)、とちぎ流

通センター卸(協)、高崎卸商社街(協)、(協)前橋問屋センター、太田流通センタ

ー卸(協)、所沢卸商業(協)、(協)川越バンテアン、(協)熊谷流通センター、埼玉

県南卸売団地(協)、(協)越谷卸センター、千葉総合卸商業団地(協)、船橋総合卸

商業団地(協)、茂原卸商業団地(協)、木更津総合卸商業団地(協)、(協)横浜総合

卸センター、(協)横浜船用品センター、小田原卸商業団地(協)、(協)横浜マーチ

ャンダイジングセンター、(協)川崎卸センター、(協)山梨県流通センター、(協)

一宮繊維卸センター、岡崎問屋団地(協)、(協)豊橋総合卸センター、名古屋卸売

団地事業(協)、(協)高山卸商業センター、(協)岐阜総合卸センター、(協)土岐美

濃焼卸センター、多治見美濃焼卸センター(協)、(協)松阪卸センター、(協)津卸

商業センター、(協)金沢問屋センター、(協)小松問屋センター、(協)福井問屋セ

ンター、(協)武生問屋センター、福井センイセンター(協)、彦根百貨卸商業(協)、

大阪金物団地(協)、大阪船場繊維卸商団地(協)、泉州卸商業団地(協)、(協)新大

阪センイシティー、大阪機械卸業団地(協)、(協)大阪紙文具流通センター、大阪

メルカート(協)、大阪南港中古自動車(協)、大阪南港鉄鋼流通(協)、奈良県総合

卸商業団地(協)、(協)豊岡卸センター、阪神総合卸商業団地(協)、(協)神戸船用

品センター、加古川卸団地(協)、(協)田辺綜合卸センター、(協)米子総合卸セン

ター、(協)鳥取卸センター、(協)米子中央食品卸売団地、(協)松江卸センター、

(協)益田卸センター、浜田卸商業(協)、(協)出雲流通センター、(協)岡山県卸セ

ンター、(協)津山総合食品卸売市場、(協)津山卸センター、(協)岡山機工センタ

ー、岡山県総合流通センター卸(協)、(協)三次総合卸センター、(協)ベイタウン

尾道、(協) 福山卸センター、(協)呉食料品卸センター、下関問屋センター(協)、

(協)柳井総合卸センター、新下関卸団地(協)、防府卸団地(協)、山口県流通セン

ター卸事業(協)、徳山卸商業団地(協)、(協)徳島卸繊維団地、徳島木材卸商業団

地(協)、(協)徳島総合流通センター、(協)高松卸センター、(協)松山卸商センタ

ー、高知卸商センター(協)、飯塚卸商(協)、(協)福岡卸センター、(協)久留米繊

維流通センター、 (協)佐賀卸センター、(協)唐津綜合卸センター、佐世保卸団

地(協)、(協)長崎卸センター、熊本流通団地(協)、宮崎問屋街(協)、(協)延岡卸

商業センター、鹿児島総合卸商業団地(協)、沖縄県卸商業団地(協) 、(協)嘉島

リバゾン、（協）仙台卸商センター 
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別表第１－２       設立事業所の名称及び所在地 

    

 

 
名      称 所 在 地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

（略） 

 

  

 

（略） 
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 別表第２        生年月日別給付乗率表              
 

  

 生年月日   乗   率 

 昭和  ２年 4 月 1 日までに生まれた者  1000 分の 10.1 

 昭和  ２年 4 月 2 日から昭和  ３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.96 

 昭和  ３年 4 月 2 日から昭和  ４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.82 

 昭和  ４年 4 月 2 日から昭和  ５年 4 月１日までの間に生まれた者  1000 分の 9.68 

 昭和  ５年 4 月 2 日から昭和  ６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.54 

 昭和  ６年 4 月 2 日から昭和  ７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.41 

 昭和  ７年 4 月 2 日から昭和  ８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.27 

 昭和  ８年 4 月 2 日から昭和  ９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.031 

 昭和  ９年 4 月 2 日から昭和１０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.931 

 昭和１０年 4 月 2 日から昭和１１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.839 

 昭和１１年 4 月 2 日から昭和１２年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.739 

 昭和１２年 4 月 2 日から昭和１３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.646 

 昭和１３年 4 月 2 日から昭和１４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.546 

 昭和１４年 4 月 2 日から昭和１５年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.454 

 昭和１５年 4 月 2 日から昭和１６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.055 

 昭和１６年 4 月 2 日から昭和１７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.967 

 昭和１７年 4 月 2 日から昭和１８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.879 

 昭和１８年 4 月 2 日から昭和１９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.799 

 昭和１９年 4 月 2 日から昭和２０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.719 

 昭和２０年 4 月 2 日から昭和２１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.639 
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 別表第２の２ 
 
１ 一般男子 
 

生 年 月 日 支給年齢 
 

 

昭和２８年 ４月 １日までの間に生まれた者 ６０歳 
 
 

昭和２８年 ４月 ２日から 
昭和３０年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６１歳 
 
 

昭和３０年 ４月 ２日から 
昭和３２年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６２歳 
 
 

昭和３２年 ４月 ２日から 
昭和３４年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６３歳 
 
 

昭和３４年 ４月 ２日から 
昭和３６年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６４歳 
 
 

 
２ 女  子 
 

生 年 月 日 支給年齢 
 

 

昭和３３年 ４月 １日までの間に生まれた者 ６０歳 
 
 

昭和３３年 ４月 ２日から 
昭和３５年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６１歳 
 
 

昭和３５年 ４月 ２日から 
昭和３７年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６２歳 
 
 

昭和３７年 ４月 ２日から 
昭和３９年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６３歳 
 
 

昭和３９年 ４月 ２日から 
昭和４１年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６４歳 
 
 

 
３ 法第９条に規定する船員・坑内員たる被保険者であった期間が１５年以上である者 
 

生 年 月 日 支給年齢 
 

 

昭和３３年 ４月 １日までの間に生まれた者 ６０歳 
 
 

昭和３３年 ４月 ２日から 
昭和３５年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６１歳 
 
 

昭和３５年 ４月 ２日から 
昭和３７年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６２歳 
 
 

昭和３７年 ４月 ２日から 
昭和３９年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６３歳 
 
 

昭和３９年 ４月 ２日から 
昭和４１年 ４月 １日までの間に生まれた者 

６４歳 
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別表第２の３          生年月日別乗率表              
 

  

 昭和  ２年 4 月 1 日以前に生まれた者  1000 分の 10.0 

 昭和  ２年 4 月 2 日から昭和  ３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.86 

 昭和  ３年 4 月 2 日から昭和  ４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.72 

 昭和  ４年 4 月 2 日から昭和  ５年 4 月１日までの間に生まれた者  1000 分の 9.58 

 昭和  ５年 4 月 2 日から昭和  ６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.44 

 昭和  ６年 4 月 2 日から昭和  ７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.31 

 昭和  ７年 4 月 2 日から昭和  ８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.17 

 昭和  ８年 4 月 2 日から昭和  ９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.954 

 昭和  ９年 4 月 2 日から昭和１０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.854 

 昭和１０年 4 月 2 日から昭和１１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.762 

 昭和１１年 4 月 2 日から昭和１２年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.662 

 昭和１２年 4 月 2 日から昭和１３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.569 

 昭和１３年 4 月 2 日から昭和１４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.469 

 昭和１４年 4 月 2 日から昭和１５年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 6.377 

 昭和１５年 4 月 2 日から昭和１６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.978 

 昭和１６年 4 月 2 日から昭和１７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.890 

 昭和１７年 4 月 2 日から昭和１８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.802 

 昭和１８年 4 月 2 日から昭和１９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.722 

 昭和１９年 4 月 2 日から昭和２０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.642 

 昭和２０年 4 月 2 日から昭和２１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 5.562 
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別表第３ 加算年金換算率 

２０年 １７．２７６ 

 

 

 

 

 

 

別表第７ 加算年金残余保証期間乗率表 

残余保証期間 乗率 

２０年 １７．２７６ 

１９年 １６．５２９ 

１８年 １５．７７０ 

１７年 １５．００１ 

１６年 １４．２１９ 

１５年 １３．４２６ 

１４年 １２．６２２ 

１３年 １１．８０５ 

１２年 １０．９７５ 

１１年 １０．１３４ 

１０年  ９．２８０ 

 ９年  ８．４１３ 

 ８年  ７．５３３ 

 ７年  ６．６３９ 

 ６年  ５．７３３ 

 ５年  ４．８１２ 

 ４年  ３．８７８ 

 ３年  ２．９３０ 

 ２年  １．９６８ 

 １年  ０．９９１ 

 ０年  ０．０００ 

 

Ａ年Ｂヵ月の場合の率（小数点以下４位四捨五入） 

＝Ａ年の率＋｛（Ａ＋１）年の－Ａ年の率｝×Ｂ／１２ 
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別表第１０ 経過遺族一時金乗率表 
     経過脱退一時金乗率表 
 

加入員期間 乗 率 

年  

０ 
０．０００ 

１ ０．１０８ 

２ ０．２１６ 

（３） （０．３２４） 

（注）Ａ年Ｂカ月の場合の率（小数点以下第４位四捨五入） 

   ＝Ａ年の率＋｛（Ａ＋１）年の率－Ａ年の率｝×Ｂ／12 
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《 参考  旧別表 (H15.3.31まで適用)  》 
 
 別表第２        生年月日別給付乗率表              
 

 生年月日   乗   率 
 
 

 昭和  ２年 4 月 1 日までに生まれた者  1000 分の 10.1 
 
 

 昭和  ２年 4 月 2 日から昭和  ３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.96 
 
 

 昭和  ３年 4 月 2 日から昭和  ４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.82 
 
 

 昭和  ４年 4 月 2 日から昭和  ５年 4 月１日までの間に生まれた者  1000 分の 9.68 
 
 

 昭和  ５年 4 月 2 日から昭和  ６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.54 
 
 

 昭和  ６年 4 月 2 日から昭和  ７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.41 
 
 

 昭和  ７年 4 月 2 日から昭和  ８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.27 
 
 

 昭和  ８年 4 月 2 日から昭和  ９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.14 
 
 

 昭和  ９年 4 月 2 日から昭和１０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 9.01 
 
 

 昭和１０年 4 月 2 日から昭和１１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.89 
 
 

 昭和１１年 4 月 2 日から昭和１２年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.76 
 
 

 昭和１２年 4 月 2 日から昭和１３年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.64 
 
 

 昭和１３年 4 月 2 日から昭和１４年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.51 
 
 

 昭和１４年 4 月 2 日から昭和１５年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 8.39 
 
 

 昭和１５年 4 月 2 日から昭和１６年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.871 
 
 

 昭和１６年 4 月 2 日から昭和１７年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.757 
 
 

 昭和１７年 4 月 2 日から昭和１８年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.643 
 
 

 昭和１８年 4 月 2 日から昭和１９年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.539 
 
 

 昭和１９年 4 月 2 日から昭和２０年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.434 
 
 

 昭和２０年 4 月 2 日から昭和２１年 4 月 1 日までの間に生まれた者  1000 分の 7.330 
 

 
 ＊   

 昭和２１年 4 月 2 日以降に生まれた者  1000 分の 7.225 
 
 

 
＊旧・規約第 51条第１項（H15.3.31まで適用・下枠内）による 

 

第51条 基本年金額は、加入員であった全期間の平均標準給与月額（加入員期間の計
算の基礎となる各月の標準給与の月額を平均した額をいう。以下同じ。）の１０００
分の７．２２５（別表第２の左欄に掲げる者については、同表の右欄のように読み
替えるものとする。）に相当する額に加入員期間の月数を乗じて得た額とする。 
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《 参考  旧別表 (H15.10.31まで適用)  》 
 

 

別表第３ 加算年金乗率表 

加入員期間 乗 率 加入員期間 乗    率 

      年 
    １０ ０．１１８２ 

      年 
   ２６ ０．４８２６ 

１１ ０．１３４２ ２７ ０．５１３５ 

１２ ０．１５１６ ２８ ０．５４５０ 

１３ ０．１６９２ ２９ ０．５７７９ 

１４ ０．１８６８ ３０ ０．６１２３ 

１５ ０．２０８２ ３１ ０．６４６６ 

１６ ０．２２５６ ３２ ０．６８２９ 

１７ ０．２４８３ ３３ ０．７２１０ 

１８ ０．２７１３ ３４ ０．７６１５ 

１９ ０．２９４４ ３５ ０．８０４０ 

２０ ０．３１７６ ３６ ０．８４９０ 

２１ ０．３４２０ ３７ ０．８９６３ 

２２ ０．３６７３ ３８ ０．９４６３ 

２３ ０．３９４１ ３９ ０．９９１１ 

２４ ０．４２２４ ４０ １．０５４９ 

２５ ０．４５２９ ４１ １．１１３７ 

 
    ４２年以上 １．１７５９ 

 
（注） Ａ年Ｂカ月の場合の率（小数点以下第５位四捨五入） 

    ＝Ａ年の率＋｛（Ａ＋１）年の率－Ａ年の率｝×Ｂ／12 
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《 参考  旧別表 (H15.10.31まで適用)  》 
 

 

別表第４ 加算年金据置乗率表 

脱退時年齢 乗    率 脱退時年齢 乗    率 

       歳 
２５ 

６．５１４ 
       歳 

４３ 
２．４８５ 

２６ ６．１７４ ４４ ２．３５５ 

２７ ５．８５２ ４５ ２．２３２ 

２８ ５．５４７ ４６ ２．１１６ 

２９ ５．２５８ ４７ ２．００６ 

３０ ４．９８４ ４８ １．９０１ 

３１ ４．７２４ ４９ １．８０２ 

３２ ４．４７８ ５０ １．７０８ 

３３ ４．２４４ ５１ １．６１９ 

３４ ４．０２３ ５２ １．５３５ 

３５ ３．８１３ ５３ １．４５５ 

３６ ３．６１５ ５４ １．３７９ 

３７ ３．４２６ ５５ １．３０７ 

３８ ３．２４８ ５６ １．２３９ 

３９ ３．０７８ ５７ １．１７４ 

４０ ２．９１８ ５８ １．１１３ 

４１ ２．７６６ ５９ １．０５５ 

４２ ２．６２１    ６０歳以上 １．０００ 

 
（注） Ａ歳Ｂカ月の場合の率（小数点以下第４位四捨五入 

＝Ａ歳の率－｛Ａ歳の率－（Ａ＋１）歳の率｝×Ｂ／12 
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《 参考  旧別表 (H15.10.31まで適用)  》 
 

 

別表第５ 遺族一時金乗率表 

脱退一時金乗率表 

加入員期間 乗  率 加入員期間 乗  率 

（０  年 ０．０００） ２１  年 ３．５１０ 

（１ ０．１０８） ２２ ３．７７０ 

（２ ０．２１６） ２３ ４．０４５ 

３ ０．３２４ ２４ ４．３３５ 

４ ０．４３３ ２５ ４．６４ 

５ ０．５４３ ２６ ４．９５３ 

６ ０．６６０ ２７ ５．２７１ 

７ ０．７７８ ２８ ５．５９４ 

８ ０．９０４ ２９ ５．９３２ 

９ １．０５１ ３０ ６．２８５ 

１０ １．２１３ ３１ ６．６３７ 

１１ １．３７７ ３２ ７．００９ 

１２ １．５５６ ３３ ７．４０１ 

１３ １．７３６ ３４ ７．８１６ 

１４ １．９１７ ３５ ８．２５３ 

１５ ２．１３７ ３６ ８．７１４ 

１６ ２．３１５ ３７ ９．２００ 

１７ ２．５４８ ３８ ９．７１３ 

１８ ２．７８４ ３９ １０．２５５ 

１９ ３．０２２ ４０ １０．８２８ 

２０ ３．２６０ ４１ １１．４３２ 

 ４２年以上 １２．０７０ 

 

（注）１．Ａ年Ｂカ月の場合の率（小数点以下第４位四捨五入） 

    ＝Ａ年の率＋｛（Ａ＋１）年の率－Ａ年の率｝×Ｂ／12 

   ２．上表の加入員期間３年未満の乗率は、第６７条第１項第２号 

    （脱退一時金の支給要件）に該当するときにのみ適用する。 
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《 参考  旧別表 (H15.10.31まで適用)  》 
 

 
別表第６ 遺族一時金乗率表 

     選択一時金乗率表 

死亡時年齢 

選択時年齢 
乗率 

死亡時年齢 

選択時年齢 
乗率 

歳  
２５ 

１．５７６ 
歳  

４３ 
４．１３１ 

２６ １．６６３ ４４ ４．３５８ 

２７ １．７５４ ４５ ４．５９８ 

２８ １．８５０ ４６ ４．８５１ 

２９ １．９５２ ４７ ５．１１８ 

３０ ２．０６０ ４８ ５．３９９ 

３１ ２．１７３ ４９ ５．６９６ 

３２ ２．２９２ ５０ ６．００９ 

３３ ２．４１８ ５１ ６．３４０ 

３４ ２．５５１ ５２ ６．６８９ 

３５ ２．６９２ ５３ ７．０５７ 

３６ ２．８４０ ５４ ７．４４５ 

３７ ２．９９６ ５５ ７．８５４ 

３８ ３．１６１ ５６ ８．２８６ 

３９ ３．３３５ ５７ ８．７４２ 

４０ ３．５１８ ５８ ９．２２３ 

４１ ３．７１２ ５９ ９．７３０ 

４２ ３．９１６ ６０歳以上   １０．２６５ 

 
（注）Ａ歳Ｂカ月の場合の率（小数点以下第４位四捨五入） 

   ＝Ａ歳の率＋｛（Ａ＋１）歳の率－Ａ歳の率｝×Ｂ／12 
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《 参考  旧別表 (H15.10.31まで適用)  》 
 

 
別表第７ 加算年金支給済期間別乗率表 
 

支給済期間 乗 率 

年  
０ 

 １０．２６５ 

１ ９．８０７ 

２ ９．３２４ 

３ ８．８１４ 

４ ８．２７６ 

５ ７．７０９ 

６ ７．１１０ 

７ ６．４７８ 

８ ５．８１２ 

９ ５．１０９ 

１０ ４．３６７ 

１１ ３．５８５ 

１２ ２．７５９ 

１３ １．８８８ 

１４ ０．９６９ 

１５ ０．０００ 

（注）Ａ年Ｂカ月の場合の率（小数点以下第４位四捨五入） 

   ＝Ａ年の率－｛Ａ年の率－（Ａ＋１）年の率｝×Ｂ／12 

 

 


